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意見募集期間 令和２年(2020 年)１１月１８日（水）～１２月１７日（木） 

周知方法 
市ホームページへの情報掲載、広報こしがやお知らせ版１１月号への記事掲載 

情報公開センター、越谷 city メール、ツイッター、LINE における意見募集案件の周知 

意見提出方法 各施設に設置した意見箱への投函、郵送（当日消印有効）、ファクス、電子メール 

計画（素案）・

意見箱設置場所

全１７か所 

市役所政策課窓口、情報公開センター、市役所総合受付、各地区センター（１３か所）、市民活動支援センター 

意見数 意見提出者：４５人  意見数：１０５件 （意見箱３５人、郵送０人、ファクス１人、電子メール９人） 

■意見数内訳 

項 目 件数 
市の考え方の区分 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

➀計画全体に関すること １０ ３ ３ １ ３ 

②「第１章 計画の概要」、「第２章 越谷市の今後の見通し」に関すること ０ ０ ０ ０ ０ 

③「第３章 推進ビジョン」に関すること １１ 1 ５ ５ ０ 

④「第４章 分野別計画」に関すること ８３ ２ ７ ６８ ６ 

⑤「まち・ひと・しごと創生 越谷市総合戦略」に関すること １ ０ ０ １ ０ 

合計 １０５ ６ １５ ７５ ９ 

＜市の考え方の区分＞ 
Ａ：前期基本計画（素案）に反映します 
Ｂ：前期基本計画（素案）には反映しません 
Ｃ：今後の施策の参考とします 
Ｄ：その他

第５次越谷市総合振興計画前期基本計画（素案）に対するパブリックコメントの概要
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➀ 計画全体に関すること 

№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

1 全体 住みたい街・自治体や住民に愛されている街などの

各種調査で、埼玉県内では浦和・川越・川口などがでて

くるが越谷市はランク上位にはない。立派な計画書を

作成しても世間の評価とは乖離している。計画書どお

りに実行すればランクがあがるのか。 

下記の点が重要である。 

①交通⇒徒歩や自転車の移動が快適。越谷市内を網羅

するグリーンロード。部分的に思い付きのような整備

ではなく。全体がつながる緑の歩道の整備。通園・通学

路のきっちりした道をつくり子供たちを守る。不審者

が入ってこれないようにする。 

②商業施設・買い物⇒徒歩圏で日常の買い物ができ

る。気の利いた買い物ができる。大規模商業施設があ

り交通がスムーズ。 

③公民館などの公共施設が利用しやすい。 

④物価・住居費がやすい。 

⑤緑や川の自然の整備がされている 

⑥景観⇒道路・歩道・並木・住宅街が整然としている。

風俗店・スナック・パチンコ屋・ 

麻雀屋・カラオケ・見苦しい店構えの居酒屋,飲食店・看

板などのエリアを決める。市街地だからといって混在

させない。無電柱化。ここちよい景観の駅前広場。 

⑦治安⇒防犯カメラ・照明をつけて街をあかるく。 

⑧防災⇒地震・台風・水害など脆弱な場所の最優先で

強靭化。避難体制をしっかりと構築 

⑨医療⇒病院・診療所・介護施設の充実、子どもの医療

費無料 

「住みたい街・自治体や住民に愛されている街」など

の評価については、さまざまな調査があり、その結果

も一律ではありません。このランクを上げるために計

画を策定するわけではないことを先ずはご理解いた

だきたいと思います。 

ただし、「住民に愛されるまち」であり続けるという

考えは持っています。今後１０年間の基本構想にその

考えを込めており、そこに掲げている本市の将来像を

実現するための施策を体系化し、その方策を定めるも

のが基本計画です。 

前期基本計画は、令和３年度からの５年間におい

て、市として取り組むべき基本的な施策、その方策を

定めるもので、この計画に掲げる施策が本市のまちづ

くりのすべてではありません。 

このため、この基本計画を指針としながら刻々と変化

する行政ニーズを的確に把握することが肝要であり、

そのニーズに対応すべく各施策の着実な推進に努め

てまいります。 

いただいた①から⑭のご意見につきましては、今後

の施策の参考とさせていただきます。 

Ｂ：前期基本計画（素案）

には反映しません 
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⑩教育⇒保育園・幼稚園の充実。無料化。小中学校の

教育環境の整備。教育者の教育 

⑪地域⇒資産価値がある。メディアによく取り上げあ

れ有名（良いことで） 

⑫市政⇒税収及び支出を市民にも分かりやすく発信す

る。無駄な人件費がないか精査。 

税金を払って計画書を作成しない。市民参加を言うま

えに市長はじめ市関係者は自らがやる。市関係者及び

業者は越谷市納税者を優先にし、税金の外部流出をな

くする。入札公告・入札内容・入札結果など市民が簡単

にホームぺージ上で見られるようにする。税金の使途

先不透明差を解消する。 

⑬環境⇒２０５０年脱炭素市ゼロカーボンシティー宣言

をして施策を実行 

⑭デジタルシティー⇒５Ｇ等を活用し遠隔医療・防災・

防犯・イベント・自動運転など市民サービスの向上を図

る。通信事業者の基地局設置を劣化街灯と一体化し街

灯の更新費用を軽減する。 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

２ 全体 第５次計画の是非を論じる前に、前期計画の達成状

況や、そこから抽出される課題や成果を、もう少し丁寧

に論じ説明すべきである。つまり、本計画の是非を正

確に論じるためにも、前提となる条件や状況を、もう

少し丁寧に議論の俎上に載せ、認識を共有する必要が

あるのではないか。その点において、当資料は全体を

通じてやや不足している。 

 策定時に設定したＫＰＩは結果的に達したのか未達だ

ったのかはもちろん、達成未達成の要因と併せて、そ

もそもの ＫＰＩ 設定の着眼は正しかったのか、もう少し

明示すべき。その点において、市民に対する説明責任

（アカウンタビリティー）を、市や議会は果たしていると

断言できるか。 

 善きも悪しきも計画と実績の間に「差」は生じるもの

である。その「差」は何故生じたのかを把握し理解に努

めること、即ち投資した費用や実施した施策から

Ｌｅａrｎｉｎｇｓ を得ようとすることは計画策定者や実行

者の責務であり、納税者への約束である。現状値と目

標値だけを語る ＫＰＩ では無く、現状値はもともとの計

画に対する計画比として明示すべき。 

【解決方法】 

・ 第二章「今後の見通し」パートの充実 

・ ＫＰＩ のみをまとめて掲出した資料編の巻末添付 

 今回の第５次総合振興計画では、市民の皆さまに分

かりやすい計画となるよう、成果が可視化できるもの

として、「大項目」ごとに「めざす姿」を掲げ、その成果

指標として、「めざす姿に関連する達成指標」と、それ

につながる活動指標として、「中項目」ごとに「指標」を

掲げています。 

 これらの指標（ＫＰＩ）は、第４次の進捗（課題等を明ら

かにするため、毎年振り返りを行い、報告書を市ホー

ムページに掲載）はもとより、社会情勢の変容などを

踏まえつつ、社会課題、地域課題を洗い出し、５年後を

見据えて設定しています。 

 また、「数値目標」については、ＥＢＰＭ（客観的な証拠

に基づく政策立案）を十分意識し、施策の数的根拠に

基づきつつ、「５年後はこうあるべきである」という「マ

インド」も加味して積算しているのはご指摘のとおりで

す。なお、説明責任は市の責務と考えており、ご意見を

踏まえ、数値目標の考え方（説明）について不足してい

る部分については、明記するよう努めてまいります。 

 一方、『計画と実績の間に「差」は生じるものである。

その「差」は何故生じたのかを把握し理解に努めるこ

と』とのご意見ですが、市といたしましても、財政状況

や時代変化をはじめ、さまざまな条件が変わることに

よって、達成できない、あるいは、なかなか進捗が図

れない、という施策もございます。その場合は、マイナ

スとして捉えるのではなく、「なぜそうなったのか」を

検証し、その理由を明確にして、次のステップに繋げ

ていくことに意義があることと考えており、この流れ

が健全なＰＤＣＡサイクル（「計画・実行・評価・改善」の

仮説・検証型プロセス）であると認識しています。 

Ａ：前期基本計画（素案）

に反映します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

3 全体 ＫＰＩを設定することは大変に有意義であることは間

違いない。しかし、そもそも分野別計画の目標達成状

況を、あえて設定している ＫＰＩ で表現しきれている

か。もう少し徹底してロジカルに考える必要があると

思う。特に数的目標の設定については、現状数値の○

割増しといった設定が散見・類推され、その上昇率も

目分量、あるいは気合いの域をでないものが多いよう

に思われる。特に問題なのは、ＫＰＩ の説明に関してで

ある。全く説明の体を成していない表現が羅列されて

おり、これは当計画書の最大の課題であると思う。 

【課題のまとめ・解決法】 

ＫＰＩの設定根拠に対する説明が希薄である点が最大

の課題である。この後何年か後に実績を総括する時

に、設定した数値の根拠が薄弱で、「エイヤで置いた数

字だった」というのでは、後々に何の検証もできず、

Ｌｅａrｎｉｎｇｓ も獲得できない。仮に心外だ、そんなこと

は無く根拠はあるということであれば、限られた紙数

のなかでも表現する努力を怠るべきではないと思う。 

今回の第5次総合振興計画では、市民の皆さまに分

かりやすい計画となるよう、成果が可視化できるもの

として、「大項目」ごとに「めざす姿」を掲げ、その成果

指標として、「めざす姿に関連する達成指標」と、それ

につながる活動指標として、「中項目」ごとに「指標」を

掲げています。 

これらの指標（ＫＰＩ）は、第４次の進捗（課題等を明ら

かにするため、毎年振り返りを行い、報告書を市ホー

ムページに掲載）はもとより、社会情勢の変容などを

踏まえつつ、社会課題、地域課題を洗い出し、５年後を

見据えて設定しています。 

 また、「数値目標」については、ＥＢＰＭ（客観的な証拠

に基づく政策立案）を十分意識し、施策の数的根拠に

基づきつつ、「５年後はこうあるべきである」という「マ

インド」も加味して積算しているのはご指摘のとおりで

す。なお、説明責任は市の責務と考えており、ご意見を

踏まえ、数値目標の考え方（説明）について不足してい

る部分については、明記するよう努めてまいります。 

 一方、『計画と実績の間に「差」は生じるものである。

その「差」は何故生じたのかを把握し理解に努めるこ

と』とのご意見ですが、市といたしましても、財政状況

や時代変化をはじめ、さまざまな条件が変わることに

よって、達成できない、あるいは、なかなか進捗が図

れない、という施策もございます。その場合は、マイナ

スとして捉えるのではなく、「なぜそうなったのか」を

検証し、その理由を明確にして、次のステップに繋げ

ていくことに意義があることと考えており、この流れ

が健全なＰＤＣＡサイクル（「計画・実行・評価・改善」の

仮説・検証型プロセス）であると認識しています。 

Ａ：前期基本計画（素案）

に反映します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

４ 全体 指標に関する課題について、以下にいくつかの事例

を示す。※時間があれば全項目に注釈を入れたいが、

指摘趣旨をご理解頂くために大綱１の部分のみ記す 

広報こしがや「お知らせ版」を分かりやすいと思う市民

の割合（Ｐ.２４） 

 そもそも閲読率といった概念が提示されてないのが

課題ではないか。読んでもらったうえで初めて計測で

きるのが理解度だとすれば、閲読率は前提となる指標

として重要なのは言うまでもない。むしろ配布数に応

じた閲読率などに課題は無いのか。またここでは数的

目標を ７３.４％⇒７５％以上としているが、１.６％ｕｐ

の根拠は全く示されていない。（というか説明欄は説

明になっていない）。 

 例えば、同様の市町村広報の県内の理解度平均が

７５％であるので、その水準を目指すというような説

明であれば、根拠は薄弱ではあるものの、策定者の考

え方を示すものになると思う。 

まちづくりへ参加したいと思う市民の割合(Ｐ.２４) 

 ６０％としているが、それで十分とする判断材料が示

されていない。６０％を何故目標値として妥当と設定

するかを説明欄では論述すべき。 

市公式ＳＮＳの登録者数（Ｐ.２６） 

 そもそも市民全体で想定される ｔｗｉｔｔｅr や ＬＩＮＥの

使用者数に対し、どの程度のカバレッジ（ペネトレーシ

ョンレート）を持っているのか、そのなかにあって累計１

万５千人は、どの程度のポテンシャルと言えるのかが

「数値目標」については、ＥＢＰＭ（客観的な証拠に基

づく政策立案）を十分意識し、施策の数的根拠に基づ

きつつ、「５年後はこうあるべきである」という「マイン

ド」も加味して積算しています。それぞれの施策に数的

根拠は存在するものの、計画のスペースの問題や、端

的に説明することが困難なものが混在しており、統一

的にすべての数的根拠を掲載することは困難です。し

かしながら、説明責任は市の責務と考えており、ご意

見を踏まえ、数値目標の考え方（説明）について不足し

ている部分については、明記するよう努めてまいりま

す。 

Ａ：前期基本計画（素案）

に反映します 
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示されていないことから、目標数値の妥当性が理解で

きない。倍増に近いものの、倍にしていないという辺り

も、根拠がありそうな気もするが、全く説明されていな

い。 

越谷 ｃｉｔｙ メールのイベント情報配信数（Ｐ.２６） 

現在の配信数が年間 ４３９ 件とあるが、結果それで

充足しているのかどうかは不明である。配信内容も災

害・防犯から、イベント・子育てと多岐にわたるのだと

すれば、５００ 件とする根拠は何なのか。むしろここで

は件数よりも、そもそもメールというフォーマットが市

民に受容されているかという点や、既述の通り、拡大

を目指すＳＮＳ愛用者の拡大施策とセットで、目標の是

非を議論・検討されるべきではないか。 

人権意識が高くなっていると感じる市民の割合

（Ｐ.２８） 

 何 故 ６ 割 で 良 し と す る の か 、 理 論 的 根 拠

（Ｒａｔｉｏｎａｌｅ）が希薄であると感じる。これに対し、

Ｐ.５２ は障害という文脈で「差別や偏見を感じている

市民の割合」を取り上げられているが、こちらの低減と

いうロジックは大変に明解である。明確にするのであ

れば、人権に対する課題（ｅｘ.ジェンダー平等など）が

ないと答える比率を低減するというような、分かりや

すい数的目標を設定するのも一考だと思われる。 

人権教育に関する講座の参加者数（Ｐ.２９） 

講座受講目標者数の根拠が全く示されておらず、説

明が機能していない。 
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審議会等における女性委員の割合（Ｐ.３０） 

政府目標の「指導的地位に占める女性の割合を

３０％程度にする」といった数値目標同様、これに類す

る大変明解な ＫＰＩ であると言える。ここで示す

２９.８％⇒３５％の ｕｐ は、実数では何人になるのか概

数がＫＰＩ に併記されれば、更に有益になる。 

通訳翻訳ボランティアの登録者数、多文化共生事業の

参加者数（Ｐ.３０） 

各々の目標がどのような現状から導き出されてい

るのが不明である。例えば現状値だと、○％の不足や

機会損失が生じており、これらの機会損失を半減させ

る充足数○名を目標とするというような説明にならな

いのか。同様に、多文化共生事業の参加者数も、エイヤ

のかけ声で倍増といった意図しか読み取れない。数的

な論拠を示すべきだと思う。 

行政手続きのオンライン化割合、証明書のコンビニ交

付割合（Ｐ.３４・３５） 

設定されている目標数値の根拠を明記すべきだと

思う。ベンチマークとしている目標、あるいは同様の事

例としているノーム値が分からないので、示されてい

る ＫＰＩ の難易度が全く類推できない。仮に、行政手続

きのオンライン化割合が５年後に ８０％になるのだと

すれば、窓口職員（全ての業務とは考えないが）は○％

削減を想定しているのだろう。現状のマイナンバーカ

ードの普及率などを想定しても、計画と整合がとれて

いるとは思えず、単なるかけ声になる類いの目標とな

らないか不安である。 



9 

№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

5 全体 「水と緑と太陽に恵まれた  みんなが活躍する安

全・安心・共生都市」という将来像は、まさに「ビジョン」

であるため、全体の計画を包含する、目指すべき大き

な方向感を示すものである。このビジョンに血肉を与

え体現する具体こそが、分野別計画だと理解してい

る。しかしながら、ビジョンの抽象度の高さ（繰り返しま

すがビジョンは抽象度の高いもの）を補っているよう

な印象が、計画全体を読了した後でも希薄な感じがし

てならない。確かに計画は、必要にして十分な内容を

網羅していると思えるが・・・。何故、そんな読後感を抱

くのか少し考えてみた。「水と緑と太陽」は、「自然」の

言い換えに過ぎず、「みんなが活躍する安全・安心・共

生都市」は、全ての日本の公共団体が志向するもので

あると言える。埼玉の東部地区にあって、草加市や春

日部市では無い、「越谷市としてのユニークネス」を、取

り組む「施策」や「ＫＰＩ」で表現しきれているか。まだ何

かが足りていない気がする。決して奇をてらうのでは

なく、ここ越谷に住む市民が、一緒に目指すべき姿や

共通の価値観、あるいは取り組みを、もう少し端的に

示し、共有できないかということである。もしかする

と、現在立案されている計画を市民一人ひとりに、よ

り身近に感じてもらい、ある種全員の取り組みとして

体質化するための仕掛け、あるいはコンセプトの言語

化のようなものが、もう少し必要なのかもしれない。

ＫＰＩ は有意義であるが、どこまで行っても無味乾燥な

もので、本質を示さない。血肉を通わせると言う点で

は、現在の Ｎｅｗ Ｎｏrｍａｌ な時代でこそ加速すべき

ＤＸ のようなツールを徹底的に使いこなす必要もあ

る。はたまた、これとは真逆の、地域コミュニティーに

 「水と緑と太陽に恵まれた みんなが活躍する安全・

安心・共生都市」という第５次総合振興計画における

将来像に関しましては、市民懇談会等での市民の皆さ

まからのご意見などをもとに、定めたものです。 「水

と緑と太陽に恵まれた」という表現は、「越谷市民憲

章」や「スポーツ・レクリエーション都市宣言」、「子ども

憲章」、「越谷市平和都市宣言」においても用いている

表現であり、第１次総合振興計画からこれまで継続的

に掲げています。第５次においても、これを受け継ぎ、

先人の方々から現在、そして次世代へと繋げていく、

という本市の意志表示です。 また、「みんなが活躍す

る安全・安心・共生都市」という表現は、頻発・激甚化す

る自然災害や、新たな感染症などの課題にしっかり対

応し「市民が安心して安全に暮らせるまち」、さらに、

互いに多様性を認め合い、地域で支え合う「共生によ

るまち」、そして、それらを実現するため、市民一人ひ

とりが主体となり、「だれもが活躍するまち」を目指す

ものです。 計画に「“ベネフィット”や“価値”のような

ものを、もう少し明示する必要があるように感じる」と

のご意見ですが、そうした手法・技法についても、選択

肢として採り得ると考えています。一方、行政の使命

は「市民の暮らし、そして命を守ること」であり、これを

基本として、多岐にわたる行政課題を解決する施策を

展開することです。その時々の状況によって、優先の

度合いはあるにせよ、この施策の展開にあたって、基

本的に優劣はないものと考えています。 したがいま

して、後段のご意見については、十分理解いたします

が、これを採り入れることは困難であると考えていま

す。 

Ｂ：前期基本計画（素案）

には反映しません 
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根ざした人との触れ合いを、もう一段見直す必要もあ

るかもしれない。いずれにせよ、それがデジタルであろ

うがアナログであろうが、そこでやりとりをされる核

（コア）となるものである“ベネフィット”や“価値”のよ

うなものを、もう少し明示する必要があるように感じ

る。南越谷には、「阿波踊り」があり、始まった当初は冷

ややかに観ていた人も少なくないが、今では夏の風物

詩であり、日本三大とまで言われるようになった。越谷

市に今必要なのは、ここにあるようなある種の突飛さ

や特長化のような気がする。総花な取り組みからは生

まれない思い切った重点化。聞こえの良い言葉より

も、むしろ心にザラツキを感じる手触り感のあるリアル

な言葉。人の心を動かすだけの熱量やベクトルといっ

た視点から、越谷という街の「将来像」は、特長的かつ

リアリティーさを伴ってイメージされ、市民に共有され

ているか。その点については、もう少し議論が必要な

のかもしれない。設定されたユニークな ＫＰＩ だけを聞

いても、全国から「ああ越谷のことね」と想起してもら

えるような市政を一市民として望んでおり、そんな街

にできれば住み続けたいと思う。 

６ 全体 自助を強調する内閣が出現するなか、地方自治体の

施策の在り方への期待度が高くなっている。７３ 兆円

の補正予算のなかでコロナ対策には６兆を充てるそう

だが、果たしてそれで済むのか、済ませるのかというこ

とである。私は少ないと思うのだが。 

市においては５年間の計画策定にあたって真に住民の

ための施策の遂行となるよう十分な検討をして策定し

ていただきたい。 

この計画は、ご意見のとおり、「住民のための施策の

遂行」のため、市として取り組むべき施策、そしてその

方策を定めるものです。そのため、約２か年をかけて、

市民の皆さまをはじめ、関係者のご意見、ご提案を十

分に踏まえ、そしてそれを庁内で十分検討して作成し

たものです。 

Ｄ：その他 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

７ 全体 素案の人口動態資料では、前期５か年は減少とまで

は言えず、施策の執行に際しては急増期ととらえてす

すめていただきたい。 

 第５次総合振興計画は、令和３年度から令和１２年度

までの１０年の計画期間ですが、２０年先、３０年先の本

格的な人口減少社会を見据え、そのことに備える大切

な１０年間と捉え、「将来にわたり活力ある地域社会の

実現」そして「持続可能なまちづくり」という視点に立

っています。 

 人口の急増期と捉えて施策を進めていくことは考え

ておりませんが、市民の皆さまが、より一層、越谷市に

愛着と誇りを持ち、「住み続けたい」「住んで良かった」

と思えるまちづくりを総合的かつ計画的に進めてまい

ります。 

Ｄ：その他 

８ 全体 ４次総振後期基本計画の目標値が完結していない事

項については、年度を超えてもやりきっていただきた

い。 

 第５次総合振興計画は、第４次の計画との連続性を

踏まえつつ、作成しています。第４次の計画で目標値

が達成していないものについても、引き続き事業の着

実な進捗を図ってまいります。 

Ｄ：その他 

９ 全体 「①水と②緑と③太陽に恵まれた ④みんなが活躍

する⑤安全・⑥安心・⑦共生⑧都市」 

①駅前に噴水、河川の浄化、ウォーターレクリエーショ

ン、デートスポット、②農業就労・農業公共事業（障害者

雇用、失業者）、星空・自然とふれる健康回復、駅前・道

路を緑化しＣＯ２削減、③空き家を除却、庭つき１戸建

てに転売、陽を浴びて健康生活、④社会を支える現役

世代に地位を譲渡することを、商工会議所及び自治会

に条件付けて補助金を、⑤耐震化・防水害化の公共事

業、⑥登下校班の小中学生に大人へ挨拶をしてもらい

犯罪減少化（ゴミ拾いも）、⑦ＬＧＢＴ条例、パワハラ・セ

クハラ防止条例、国際理解のため宗教教養教育、⑧駅

前の道路の石材、樹木樹林、市域の歩道、街路灯を都

内並みに、白線を舗装して美化、事故減少化 

 いただいたご意見につきましては、今後の施策の参

考とさせていただきます。  

Ｃ：今後の施策の参考と

します 
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［大綱１］（市民）Ｆａｃｅ ｂｏｏｋ による若い世代からの要

望・アンケート 

［大綱１］（人権）ＬＧＢＴ条例 

［大綱１］（人権）パワハラ・セクハラ防止条例 

［大綱１］（人権）国際理解のため宗教教養教育 

［大綱１］（行財政運営）ＡＩ導入による業務の合理化・効

率化 

［大綱１］（行財政運営）建設市債を市民が資産形成とし

て買いまちづくりへ財源とし公共事業で都市整備を

し、法人税収で債務を返済し、福祉経費に充てる（負債

は資産）、節税になる 

［大綱１］（行財政運営）ふるさと納税をすると補助金に

増減がつく様にして商工会議所、自治会に促す（行動

経済学）および不動産賃貸業者の固定資産税の増減

（厚生経済学） 

［大綱２］（保健）スマホ・パソコン・タブレットによるスト

レス、自立神経失調症改善に学校・職場で姿勢を正す

ことの徹底、市民への管理栄養士による栄養指導（遺

伝子検査）、免疫力向上政策 

［大綱２］（医療）予防医学、民間療法・代替医療を導入

し、私立病院を統合医療病院に（医療費、健康保険特別

会計の財務改善） 

［大綱２］（子育て）市民購入市債公共事業税収財源に

よる、保育施設への支援金（先支給、事後審査） 

［大綱２］（子育て）市民購入市債公共事業税収財源に

よる、子供食堂、シングルマザーへの支援金（先支給、

事後審査） 

［大綱２］（福祉）障害者を市が直接雇用（生活保護者） 

［大綱２］（福祉）市民購入市債公共事業税収財源を福

祉財源に 

［大綱３］（都市計画）１０年後に社会人となる、子供たち
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が描いた市制６０周年の冊子の越谷の将来図を基に都

市計画し、子供たちの学習意欲の後押しと、市内に住

み続けたくなる様に夢を実現させる後押し 

［大綱３］（都市施設）コストを考慮しリノベーション、コ

ワーキングスペース 

［大綱３］（都市施設）サンシティを改修し天然スパに 

［大綱３］（都市施設）不使用公民館等を郷土資料館に 

［大綱３］（住宅）空き家を除却、庭つき１戸建てに転売、

陽を浴びて健康生活、空き家を近隣で２世帯（親子）で

介護、子育て協力できるように買収、転売（登記不明

等） 

［大綱４］（環境）樹木のＣＯ２排出量の燃費を金額に換

算し、表示化 

［大綱４］（環境）市民購入市債公共事業税収財源によ

る植栽を市内全域に 

［大綱４］（環境）無農薬農業に助成金 

［大綱４］（危機管理）市民購入市債公共事業税収財源

により自治会員に市から自治会労働に対価支給 

［大綱４］（危機管理）ＡＩ管理 

［大綱４］（消防）市民購入市債公共事業税収財源により

消防団員に対価 

［大綱５］（産業・雇用）越谷は土木、工務、運輸が主産業

なので市民購入市債公共事業税収財源による補助金

を 

［大綱５］（観光）市民向け観光から、市外から市内に呼

び込む観光に転換し、収入を（ＪＴＢに委託） 

［大綱６］（教育）論語、神道（宗教ではない、道徳） 

［大綱６］（生涯学習）勉強をしなかった人々に学校の教

室を開放して実学教育 

［大綱６］（文化）音楽家が多いので、芸術予算で犯罪の

減少を図る 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

10 全体 冒頭にまず強調しておかねばならないのは、この意

見書を書く時点は、新型コロナウイルス（ＣＯＶＩＤ-１９）

パンデミックの最中であり、同時に日本でも ＣＯＶＩＤ-

１９ 第三波の勢いが一層激しさを増しつつあるときだ

ということだ。一部の国でワクチン接種がはじめられ

たとはいえ、そのリスクや有効性が不透明であり、さら

には全世界の９０億人近い人たち全員にいつまでに接

種できる、現状では見通せない。全世界でグローバル

化があらゆる側面で浸透しきっている今、ＣＯＶＩＤ-

１９ の与える影響は、過去に人類が経験したことのな

い規模に達している。経済一つとってみても、日本を

はじめ世界の多くの国で、「ＣＯＶＩＤ-１９ のダメージを

軽減するため」として、かつてない超低金利政策など

の金融緩和措置で、国債発行など国からの財政投入が

なされており、一方では、実体経済のかつてない後退

にもかかわらず、株価は日米はじめ世界各国で、史上

最高値を更新し続けている。このまま行けば、株価バ

ブルがはじける時期が到来するのは、そう遠くないこ

とは、火を見るより明らかである。実体経済が一層脆

弱化している中で、株価バブルがはじければ、リーマン

ショックをはるかに超えるダメージを、世界経済に与え

るであろうことは、多くの専門家の指摘するところで

ある。 

（１）ＣＯＶＩＤ-１９ のパンデミックが私たちの生活全般

に与える影響は、すでに深刻極まりないレベルに達し

ている。「新しい生活様式」という言葉が喧伝されてい

るが、その意味するところは、単に“三密回避、マスク着

 ご意見のとおり、確かにコロナ禍によって、既に社会

の変容が起こっており、現時点で、この先どうなるか

見通しが立たない状況にありますが、越谷市として､

今後５年間のまちづくりの指針を示す総合振興計画

（基本計画）は、これまで先人の市民の皆さまと行政と

で作り上げてきた総合振興計画との連続性、そして、

この計画の作成にあたって､多くの市民の皆さまの参

画をいただいたという実績・事実、さらに、この先どう

なるかわからない状況であるからこそ必要、という強

い信念のもとに策定するものです。 

 行政課題というものは、今回の新型コロナウイルス

感染症の問題のように加速度的に、時々刻々と変化し

ています。こうした非日常的な、予測不可能な出来事

に対しても、行政というのは、果断に、そして、既存の

考え方、やり方にとらわれず柔軟に対応しなければな

りません。その際の原点として、立ち返るのが、この総

合振興計画であると考えています。 

Ｂ：前期基本計画（素案）

には反映しません 
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用、手洗い励行、大勢での会食回避”など、国民の自助

努力を求めるものに過ぎない。なぜか。ＣＯＶＩＤ-１９

が、私たちの「生活様式」をどのように変えるかは、誰

も何も見通すことができないからである。況や、私たち

の国日本では、最高責任者である総理大臣が、国民に

自粛（５ 人以上での会食自粛含む）を求めたその ２ 時

間後に、私たち一般国民が足を踏み入れることもでき

ない一人３万円高級ステーキ店（おそらく、同時に提供

されたであろう高級なワインや酒類を加えれば、その

倍以上）の無責任さから見れば、この国の先行きの不

透明さはさらに深まる。全世界の社会・経済状況の先

行きが全く不透明な中で、来年度を初年度とする市政

の ５ か年計画を立てるのは、無謀である。計画は作文

に過ぎず、延期すべきである。取り敢えず、第４次計画

の延長線上で、来年度をしのぎ、ＣＯＶＩＤ-１９ の収束

と影響の見通しがある程度立った時点で、改めて、計

画策定を再開すべきである。 

 例えば、「第５次越谷市総合振興計画前期基本計画

（素案）」（以下素案）第 ２ ページの下段のマップ「基本

計画」の《分野別計画》の目標①～⑥のどの項目をとっ

ても、今の ＣＯＶＩＤ-１９ による、先行きを見通せない

現状では、絵に描いた餅に過ぎないと思わざるを得な

い。 

 素案・ページ６の「一般会計歳入計画」は、その４６％

を占める市税は、初年度の ２０２１ 年度でさえ、この規

模が見込めるのか、さらには現状では ＣＯＶＩＤ-１９ の

パンデミックなどの先行き如何や世界及び日本の経済

状況如何で、大きな修正を迫られることは必至であ

る。同様の危惧は、歳出にもある。歳出のそれぞれの項

目も、ＣＯＶＩＤ-１９ の流行の振れに大きく左右される
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懸念は、拭えない。 

また、素案・８ ページ「推進ビジョン」では、首都直下型

地震の死者・経済被害の数字は具体的だが、ＣＯＶＩＤ-

１９ については現在あらわれている現象面について触

れているだけで、その具体的影響がどのように表れる

かは触れられていない。当然のことながら ＣＯＶＩＤ-

１９ は、文字通りパンデミックとして全世界に猖獗を極

めており、その終息の見通しは全く立っておらず、とり

わけグローバル化が浸透しきった今の状況下では、科

学的論理的な立場では、誰一人確たる見通しを立てる

ことはできないからである。 

繰り返しになるが、ＣＯＶＩＤ-１９ の収束が見込めない

ため、社会・経済情勢の先行きが見通せない今、５ カ年

の第 ５ 次振興計画策定作業は、いったん中止し、第 ４

次計画の延長線上で来年度の市政を運営すべきであ

る。 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

1 第３章 

Ｐ.８～１１ 

全体的に多くの情報や政策がまとめられ、基本計画

【素案】は網羅的であり、行政として取り組むべき点を

予見しタイムリーに織り込んだ秀作だと思う。一方、各

章の記述内容で相互の関連性や使用された言葉や計

画の具体性など、説明不足を感じた。 

 推進ビジョンの位置付けと相互関係性について、推

進ビジョンという項目は、第４次総合計画での重点戦

略（１～５）と同じ位置付けなのか。計画のなかの位置

付けや関係性が明記されておらず、わかりにくい印象

を受けた。 

 まず、何故、推進ビジョンなのかを記述した方が良

い。また、２ページの「計画の体系」の図表で中段に、

《推進ビジョン》《分野別計画》《総合戦略》が、横並びに

平然と記載されているが、その相互の関係性がわかり

にくい。工夫が必要。 

 本市のまちづくりの総合的な計画である総合振興計

画は、「分野別計画」を中心としています。 

 第４次におきましては、重点的かつ優先的に取り組

む施策をその「分野別計画」から抽出し、「重点戦略」と

して位置づけ、プロジェクト形式により、事業を推進し

てまいりました。一方、第５次におきましては、今後５

年間において、「分野別計画」に基づき、まちづくりを

進めていくにあたっての「重要な視点」を「推進ビジョ

ン」として位置づけ、第４次の「重点戦略」とはその位置

づけが異なっています。 

 「推進ビジョン」と位置づけた背景として、第５次の策

定過程において、新たな感染症が発生し、社会全体に

甚大な影響を与えたことがあります。このような状況

を踏まえ、「推進ビジョン」として、「「新たな日常」の視

点によるまちづくり」を掲げ、その詳細な取組みを「新

たな視点での危機管理」と「新たな視点での行政サー

ビスの提供」としました。『「視点」の文言が重なってい

てわかりづらい』というご指摘も十分理解しますが、

市としては、この表現が妥当であると考えておりま

す。 

 また、人口減少問題の克服と地方創生を目的とする

「総合戦略」につきましては、総合振興計画との不可分

性に着目し、第５次の総合振興計画では一体化（内包）

することといたしました。このように、この計画自体

が、複数の要素から構成されており、混同を招くおそ

れがあることから、素案Ｐ２「計画の体系」においては、

これらを平然と並べるのではなく、「推進ビジョン」が

「分野別計画」にかかることを矢印でつなげ、さらに、

「分野別計画」と「総合戦略」を一体的に進めていくこ

とを双方向の矢印で表現する、といった工夫をさせて

いただいています。 

Ｂ：前期基本計画（素案）

には反映しません 

③ 「第３章 推進ビジョン」に関すること
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

２ 第３章 

Ｐ.８～１１ 

推進ビジョンの２項選出の経緯と理由について、「ビ

ジョン」「推進」という言葉は、「越谷市のまちづくりを

進めていくにあたって重点的な視点を示す」のであれ

ば、分野別計画の ６ 項目に全般に関わる「共通的な課

題として」とらえたものと考えられる。一方で文案から

は「新たな視点」という意味と「重点的な視点」のどち

らの視点も、述べられており、混同する。さらに、２ 点

を選んだ経緯の説明が必要と感じる。 

本市のまちづくりの総合的な計画である総合振興

計画は、「分野別計画」を中心としています。 

 第４次におきましては、重点的かつ優先的に取り組

む施策をその「分野別計画」から抽出し、「重点戦略」と

して位置づけ、プロジェクト形式により、事業を推進し

てまいりました。一方、第５次におきましては、今後５

年間において、「分野別計画」に基づき、まちづくりを

進めていくにあたっての「重要な視点」を「推進ビジョ

ン」として位置づけ、第４次の「重点戦略」とはその位置

づけが異なっています。 

 「推進ビジョン」と位置づけた背景として、第５次の策

定過程において、新たな感染症が発生し、社会全体に

甚大な影響を与えたことがあります。このような状況

を踏まえ、「推進ビジョン」として、「「新たな日常」の視

点によるまちづくり」を掲げ、その詳細な取組みを「新

たな視点での危機管理」と「新たな視点での行政サー

ビスの提供」としました。『「視点」の文言が重なってい

てわかりづらい』というご指摘も十分理解しますが、

市としては、この表現が妥当であると考えておりま

す。 

 また、人口減少問題の克服と地方創生を目的とする

「総合戦略」につきましては、総合振興計画との不可分

性に着目し、第５次の総合振興計画では一体化（内包）

することといたしました。このように、この計画自体

が、複数の要素から構成されており、混同を招くおそ

れがあることから、素案Ｐ.２「計画の体系」において

は、これらを平然と並べるのではなく、「推進ビジョン」

が「分野別計画」にかかることを矢印でつなげ、さら

に、「分野別計画」と「総合戦略」を一体的に進めていく

ことを双方向の矢印で表現する、といった工夫をさせ

ていただいています。 

Ｂ：前期基本計画（素案）

には反映しません 

3 第３章 

Ｐ.８～１１ 

推進ビジョンの網羅性と新たな日常について、危機

管理と行政サービスの提供とともに、「環境や持続可

能な世界」に関する視点は、今後のまちづくりでの共

通的な課題であると感じる。「推進ビジョン」の議論は

どこでされたか確認したい。「新たな日常」は、コロナ禍

により浮上し、本計画策定の途上で提示されたと思

う。今後、ニューノーマル【新たな日常】の視点は、行政

機関、越谷市の各部局で継続検討を期待する。計画へ

の随時反映も期待する。 

Ｂ：前期基本計画（素案）

には反映しません 



19 

№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

４ 第３章 

Ｐ.９～１０ 

リスクマネジメント・リスクコミュニケーション「新た

な視点での危機管理」について「地域の強靱化」という

文言は心強く感じる。 

 越谷市固有の問題、地域特性を加味しての具体的な

対策の事例を示すことによって、より強靱化計画の説

得力が増す。行政機能の維持、流通機能の強化、地域

コミュニティの強化が列挙されているが、それらは一

般論であり、どこか曖昧である。「新たな視点」は、現状

の防災や危機管理の施策と何処が違うのか、何が新た

な視点でどう切り込むのか。そこを明記していただき

たいと思う。換言すると、リスクマネジメント・リスクコ

ミュニケーションの言葉を独自に定義し、１０ページに

ある取り組みイメージ図とともに越谷市としての計画

の考えや具体例を別ページに明記していただけると理

解の助けになる。 

 「推進ビジョン」については、６つの「分野別計画」を

基本として、これらのまちづくりを進めていくにあた

っての重要な視点と位置づけています。したがいまし

て、「推進ビジョン」に、詳細な「考えや具体例」を記載

することは、その位置づけとは相容れない部分があ

り、困難であると考えます。 

 なお、危機管理における新たな視点としては、「取組

みイメージ」にあるとおり、防災・減災対策を中心とし

た「これまでの取組み」に加え、災害被害を想定した予

防的側面として「地域社会・経済システムの構築・強

化」を「さらなる取組み」として新たに位置づけるもの

です。 

 今後、新たな視点での危機管理として「地域の強靱

化」の取組みを進めるにあたり、越谷市国土強靱化地

域計画を策定し、この計画のなかで、まず、本市の地域

特性を踏まえたリスクシナリオを抽出します。そして、

第５次総合振興計画と整合性を図りながら、いただい

たご意見を踏まえ、具体的なリスクマネジメント・リス

クコミュニケーションによる施策分野を設定してまい

ります。 

Ｂ：前期基本計画（素案）

には反映しません 

5 第３章 

Ｐ.１１ 

新たな視点での危機管理は重要であるが具体的な

施策や事業を要望する。また、災害時の避難先につい

ても、全域が水害に襲われた場合を想定すると、区域

外避難先の確保が必要であり、他の市町村と包括的な

広域一時滞在協定等を結んでおくことも求められる。 

 新たな視点での危機管理として「地域の強靱化」の取

組みを進めるにあたり、越谷市国土強靱化地域計画を

策定し、この計画のなかで、まず、本市の地域特性を踏

まえたリスクシナリオを抽出します。そして、第５次総

合振興計画と整合性を図りながら、いただいたご意見

を踏まえ、具体的なリスクマネジメント・リスクコミュニ

ケーションによる施策分野を設定してまいります。 

 また、Ｐ.９5 大綱４「４－２ 安全・安心に暮らせるま

ちをつくる」の「４２１ 危機管理対策の充実を図る」に

おいて、他の自治体や企業との応援協力体制を構築

し、関係機関等との連携強化に努めることを示してお

ります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

６ 第３章 

Ｐ.１１ 
新たな視点で行政サービスの提供について、【行政

サービスの提供を新たな視点】で提示したことは、素晴

らしいことだと思う。これまでも､ＩＣＴの導入による行

政サービスの向上は機運が持ち上がり、また消えてい

っているものである。レガシーシステムの存在もあり実

行には時間と費用がかかる。総合振興計画の前期だけ

の期間では完了しないものであり、推進体制をしっか

りと構築し、トップダウンで進めてほしい。 

 ご意見のとおり、日本は他国に比べて「医療」「教育」

「行政」において、ＩＣＴの利用が遅れていると考えられ

てきましたが、今回発生した新たな感染症によって、

改めてその課題に直面し、早急な推進が求められてい

ます。 

 ＩＣＴを推進するためには、時間や費用などさまざま

な課題もありますが、多様なニーズに対応した行政サ

ービスを提供していくため、推進体制を整え、各事業

を推進してまいります。 

 なお、本市の情報化の推進につきましては、市長を

本部長とする「越谷市 ＩＴ推進本部」で全庁的な推進体

制を構築し、継続的に対応してまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

７ 第３章 

Ｐ.１１ 

新たな視点で行政サービスの提供について、行政の

デジタル化は、何のために行うのか、何故必要なのか。

その理念を整理してほしい。 

例えば、地方自治での下記のような観点がある。参考

にしてほしい。 

Ａ 住民サービスの向上（オンライン申請、デジタルデ

バイド解消、等） 

Ｂ 行政コストの低減（システムの共通化、ペーパーレス

化、等） 

Ｃ 住民主体の自治（情報共有・協働・参加、自治基本

条例の実効性の担保） 

 「行政のデジタル化」は、市民の皆さまの生活の利便

性と満足度を高め、一人ひとりのニーズに合ったサー

ビスを選ぶことができる環境をつくることにより、「多

様な幸せの実現」「社会課題の解決」を目的とするもの

で、そのための手段です。本市においては、本計画に

記載している４つの施策を中心に取組みを進めてい

きます。 

 ご意見のとおり、「住民サービスの向上」「行政コスト

の低減」「住民主体の自治」に関しては、すべての施策

に通じるものです。「行政手続のオンライン化の推進」

により、「住民サービスの向上」につながります。また、

「デジタル技術を活用した業務効率化の推進」により、

「行政コストの低減」につながります。そして、「自治体

クラウドの取組みの推進」「行政情報のオープンデータ

化による地域活性化の推進」により、「さまざまな情報

が連携」されることで、「市民一人ひとりに適した行政

サービスの提供や政策の立案」を可能にし、「住民主体

の自治」につながると考えております。 

Ｂ：前期基本計画（素案）

には反映しません 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

８ 第３章 

Ｐ.１１ 
新たな視点で行政サービスの提供について、効率

化、意識改革、働き方、捺印、既成や前例を打破し行政

改革も併せて実行してほしい。 

 本市におきましては、昭和６０年度から過去６次にわ

たる行政改革に取り組んでおり、現在、令和３年度を

開始とする第７次行政改革大綱の策定に向けた手続

きを進めております。 

 社会経済情勢の変化や厳しい財政状況の中で、多様

な市民ニーズに的確に応えていくには、簡素で効率的

な行政運営（＝行政のスリム化）に不断に取り組む必

要があります。第７次行政改革大綱においては、民間

資源の活用を強化するなど、事業改革を進めること

で、健全財政を将来にわたり維持し、市民福祉の向上

につなげてまいります。 

 今後とも、経費削減や歳入の拡大に向け、既成や前

例にとらわれず、最少の経費で最大限の効果を得られ

るよう、全職員が一丸となり、取り組んでまいります。

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

９ 第３章 

Ｐ.１１ 
新たな視点で行政サービスの提供について、文案の

「新たな価値の創造」という漠然とした表現では、市民

としては、何のことを言っているのか、わかりにくい。

具体例を示してほしい。同様に「市民一人ひとりに適し

た市民サービス」もわかりにくい。これらは、非常に、タ

イムリーで大事なことである。実行を期待したい。説明

をわかりやすくしてほしい。 

 「新たな価値の創造」につきましては、官民の保有す

るビッグデータの分析・活用によって潜在化している

ニーズを発掘し、新たな商品やサービスの開発・投入

につながり、さまざまなプラスの効果を生み出すこと

を意味しています。わかりやすくなるよう、「用語集」

に掲載し、文言の説明を追記します。 

 また、「市民一人ひとりに適した行政サービス」につ

きましては、行政が保有するさまざまなデータを活用

し、市民や事業者等のニーズを分析することで、一人

ひとりのニーズに合った、適時適切な行政サービスを

提供できるようにするものです。 

Ａ：前期基本計画（素案）

に反映します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

10 第３章 

Ｐ.１１ 
政府・財界の「日本のデジタル後進国化」への焦り

は、強い。無論、デジタル化の流れは、あらゆるところ

で激しく進んでいることは、否定しない。しかしその焦

りのあまりに、地方自治体の本来の在り方を忘れ、最

も大切な“住民サービスと福祉の拡充”をなおざりにし

ては、「角を矯めて牛を殺す」の弊に陥ることになる。

素案・ページ３の今後５年間の人口の年齢構成を見て

も、計画最終年度の２０２５年の高齢化率は２５．７％に

達する。５年後の高齢者のデジタル化に対応できる能

力が、どの程度なのかは無論、予測の限りではないが、

高齢者のデジタル化への対応力は、若年者に比べ大き

く劣ることは、周知のとおりである。したがって、市の

住民へのサービスの在り方が、「窓口サービスのオンラ

イン化」は提供する市側にとっては効率的であっても、

対面サービスが減衰または欠如することから生じる本

来の温かい、あるいは対話によって生じる市民にとっ

て、痒い所に手が届く市民サービスの欠如につながる

危険性を憂慮する。従来の書面申請や相談しながら申

請を行う対面による窓口手続きがなくなることを懸念

する。さらにはデジタル化によりオンライン化された行

政手続きの利用は、自己責任化され、個人情報保護は

ないがしろになりかねないことを危惧する。また、災害

による電源・電波の確保は、この間の日本各地の災害

のたびに生じている。これの維持・確保をどうするのか

が、問われてもいる。前のめりで、政府が推進する行政

にデジタル化を、鵜呑みにするのではなく、真に市民・

住民の立場に立って、デジタル化も慎重に検討したう

えで、是々非々の立場で臨むべきである。 

行政手続等を含めた自治体のデジタル化は、市民の

利便性の向上と行政の省力化等にとって不可欠であ

ると考えます。オンライン化の推進にあたりましては、

推進ビジョンにも記載させていただいておりますが、

個人情報の取扱い等、情報セキュリティを確保しつつ、

市民視点に立った行政サービスの見直しを行います。

一方、行政手続等のオンライン化による端末機器の操

作に戸惑われる方や対面が必要な方に対しても、十分

な配慮を行う必要があり、対面による窓口サービスを

なくすというようなことは考えておりません。 

 さらには、行政のデジタル化の推進によって職員の

事務負担を軽減し、それによって生まれた時間やマン

パワーを活用して、さらなる市民の利便性の向上に向

けた施策の企画立案やその実施に注力してまいりた

いと考えております。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

11 第３章 

Ｐ.１１ 
新たな視点での行政サービスの提供（行政のデジタ

ル化の推進）では、デジタル地域通貨を活用したモデル

事業を行うことにより、地域経済の活性化のみなら

ず、市民の健康増進、介護予防、創業支援等多くの分

野で新たなイノベーションを起こすとことができると思

われ、具体的な施策や事業の検討を望む。 

 現在、越谷商工会議所が電子マネーとあわせて地域

ポイントを利用できる「越谷まるこポイント」事業を展

開しており、本市としてもその普及促進を支援してお

ります。今後、地域商業での活用に加えて、行政サービ

スでどのような活用が可能か調査研究してまいりま

す。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

1 第４章 

Ｐ.１７～２０

計画の見方の説明について、１７ ページに計画の見方

を入れたのは、良かった。ＳＤＧｓについても代表的な

ものとして掲載されたので、基本構想の案のようなマ

ークの羅列はなくなり、わかり易くなった。 

 わかりやすい計画とするため、素案Ｐ.1７～２0 に

「分野別計画の見方」を、また、ＳＤＧｓ については、

Ｐ.15「ＳＤＧｓと分野別計画の関係」で、説明を入れ

ております。 

 また、Ｐ.２２からＰ.13４までの「分野別計画」では、

１７のゴールについても主なものとして「大項目」ごと

に整理しました。 

 併せて、資料編に「各施策と ＳＤＧｓ との対応表」を

掲載する予定です。引き続き、分かりやすい計画とな

るよう、努めてまいります。 

Ｄ：その他 

２ 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

第 ５ 次越谷市総合振興計画 前期基本計画（素案）

の大綱 １ ２５ ページに地区センターに関する記載が

あるが、川柳地区センターについては、築４５年を経

過し、耐震設備もなく、避難場所に指定すらされず、

バリアフリー化もされず、防災施設の機能がないた

め、建て替えは地区住民の願いである。 

絵にかいた餅ではなく、本当に建て替えをお願いした

い。場所については現在の場所ではなく、ひのき荘の

一部を利用するほうが良いと思う。 

 地区センターは地区まちづくりの機能を有する地

域の活動拠点であることから、これまで計画的に建

替え等を実施しております。 

 川柳地区センターにつきましては、場所や施設の機

能、規模、今後の人口推移の変化など、総合的に検討

していく必要があることから、地域の皆さまの意見

を十分に踏まえながら、整備を進めてまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考

とします 

3 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

第５次越谷市総合振興計画前期基本計画（素案）の

川柳地区センター整備に関する記載について、以下

のとおり要望する。 

・災害時の避難拠点、救護拠点としての役割を充足す

るため、十分な駐車スペースの確保、耐震化 

・停電時にも活用できる太陽光発電、蓄電池の確保 

・平常時の利用についても、現状で欠如しているエレ

ベーターの設置、全館バリアフリー化 

以上を踏まえ、現在の川柳地区センターとは立地の

再考をした上での建て替えを求める。（ひのき荘内の

用地等） 

Ｃ：今後の施策の参考

とします 

④ 「第４章 分野別計画」に関すること
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

４ 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

川柳地区センターの建て替えが予定に入り、必ず実

行願いたい。 

地区センターは地区まちづくりの機能を有する地

域の活動拠点であることから、これまで計画的に建

替え等を実施しております。 

川柳地区センターにつきましては、場所や施設の

機能、規模、今後の人口推移の変化など、総合的に検

討していく必要があることから、地域の皆さまの意

見を十分に踏まえながら、整備を進めてまいります。

Ｃ：今後の施策の参考

とします 

5 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

川柳地区センターの建て替えを早急に進めてほし

い。 

川柳地区センター利用者の駐車スペースとして、ひの

き荘の駐車場の活用を考慮してほしい。 

Ｃ：今後の施策の参考

とします 

６ 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

川柳地区センターは、選挙の投票所になっている

が、バリアフリーでないため投票しない高齢者もいる

と思われる。１日も早く建て替えた方が良いと思う。 

Ｃ：今後の施策の参考

とします 

７ 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

川柳地区センターの建て替えについて要望する。 

当地区は高齢化が進んでいると思われるため、バリア

フリー化について強くお願いするとともに、センター

近くの整備及びデザインにも、すぐれたものを希望す

る。 

Ｃ：今後の施策の参考

とします 

８ 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

エレベーターが付き、バリアフリーの公民館に早く建

てかえられることを希望する。 

防災拠点として適切な設備があると安心である。 

Ｃ：今後の施策の参考

とします 

９ 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

駐車場を広くして災害時に役立つ形で作って欲し

い。 
Ｃ：今後の施策の参考

とします 

10 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

築４５年、災害時の避難場所にも指定されない公民

館なんていらない。ひどすぎる。 

やっと建て替えされると思うとホントにうれしい。 

Ｃ：今後の施策の参考

とします 

11 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

①駐車場がせまい、広くして欲しい。 

②バリアフリー必須 

③ＳＤＧｓをかかげて、色々な施策をして欲しい。 

Ｃ：今後の施策の参考

とします 

1２ 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

地区の人数も多くなり、災害時の避難場所として機

能出来ないものとなっているため、公民館を早く建

て替えてほしい。 

Ｃ：今後の施策の参考

とします 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

13 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

川柳地区センターの建て替えを希望する。今の場

所だと狭いため、違う場所とするか、同じ場所であれ

ば得れベーターを完備し、トイレもしっかりしたものを

作り、お年寄りから子供まで対応出来るものを作って

欲しい。 

地区センターは地区まちづくりの機能を有する地

域の活動拠点であることから、これまで計画的に建

替え等を実施しております。 

川柳地区センターにつきましては、場所や施設の

機能、規模、今後の人口推移の変化など、総合的に検

討していく必要があることから、地域の皆さまの意

見を十分に踏まえながら、整備を進めてまいります。

Ｃ：今後の施策の参考

とします 

1４ 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

子どもから高齢者まで楽しく利用できる地区セン

ターに建て替えて欲しい。 

今の地区センターは、駐車場も狭く建物も古すぎて利

用する気になれない。 

一日でも早く建て替えを希望する。 

Ｃ：今後の施策の参考

とします 

15 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

いつ災害が起きるか、明日かも。 

一日でも早い建て替えを願っている。 

文化祭もひのき荘を借りなくてもできるし高齢者

の食事会（会食）もエレベーターがあれば楽である。 

Ｃ：今後の施策の参考

とします 

1６ 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

地区センター（川柳）の移転、建て替えを早急にお

願いしたい。現在地では、高機能化は難しいと思われ

るので、ひのき荘の敷地内などがよさそうだ。 

Ｃ：今後の施策の参考

とします 

1７ 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

川柳地区センターの建て替えを希望する。 

耐震設備のない災害時の避難場所ではいざという時

に心配。 

地区の夏祭りにも狭くて活動できない。 

Ｃ：今後の施策の参考

とします 

1８ 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

２５ ページの「市民との協働のまちづくりを進め

る」の指標で、「川柳地区センター・公民館を整備し、

１１ 施設とすることを目標とする。」（着手含む）とある

が、前期基本計画のなかでの完成目標とすべきであ

る。 

 川柳地区センターは狭隘で老朽化しているととも

に、旧耐震基準の施設であるため、安心して避難でき

る第１配備避難所として早急に整備すべきである。 

土地の確保や様々な規制があり、難しいことと思う

が、ひのき荘の駐車場は利用率が低く、そこを活用で

きれば、前期基本計画中に整備できると思う。 

Ｃ：今後の施策の参考

とします 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

1９ 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

地区センターの機能が「①地域コミュニティ②生涯

学習③地域福祉④防災救援⑤地区まちづくり事業⑥

行政サービス⑦地域活動の拠点施設」とするならば、

現在の地区センターの機能・施設は、一般地区センタ

ーに比べて、何ひとつ満足するものがない。 

上記の①～⑦を満たし、この先５０年を見据えた、

「①利用したい②利用しやすい③利用してよかった 」

をキーワードに建て替え、整備をお願いしたい。 

なお、駐車スペースは十分確保すること。 

地区センターは地区まちづくりの機能を有する地

域の活動拠点であることから、これまで計画的に建

替え等を実施しております。 

川柳地区センターにつきましては、場所や施設の

機能、規模、今後の人口推移の変化など、総合的に検

討していく必要があることから、地域の皆さまの意

見を十分に踏まえながら、整備を進めてまいります。

Ｃ：今後の施策の参考

とします 

２0 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

前期基本計画に「川柳地区センターの整備」つまり

建て替えが示されて、川柳地区の市民はみんなとて

も喜んでいる。 

駐車場が狭すぎて５～６台で満車となることをなんと

かして欲しい。 

Ｃ：今後の施策の参考

とします 

２1 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

築４５年を過ぎて耐震設備なし、バリアフリーもな

し 

災害時の避難場所にも指定されない公民館なんて存

在していいのかと思ってきたが、やっと建て替えされ

ると思うと本当に嬉しい。 

文化活動、子供たちの教室用、サークル活動、健康教

室などや新しいエレベーターが付いた公民館を早く

つくって欲しい。 

Ｃ：今後の施策の参考

とします 

２２ 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

川柳地区センターの整備が具体化されている事

は、大変喜ばしい事であるが、実現されなければ意味

がない。 

 川柳地区センターを訪れると急ぎ整備されなけれ

ばならない所だらけである。 

 ・バリアフリー、部屋の数、親切なトイレ 

 ・安心出来る避難場所、ｅｔｃ 

 決してゼイタクな意見でなく、当り前の希望だと思

う。 

Ｃ：今後の施策の参考

とします 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

２3 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

築４５年経過し、耐震設備がなく、バリアフリーもな

く、災害時の避難所にも指定されていない公民館で

は、大変不安。（駐車場の拡大、エレベーター設置を希

望） 

 前期基本計画に「川柳地区センターの整備」が盛り込

まれて、ひと安心である。 

基本計画通りに、早く建て替えていただきたい 

地区センターは地区まちづくりの機能を有する地域

の活動拠点であることから、これまで計画的に建替え

等を実施しております。 

川柳地区センターにつきましては、場所や施設の機

能、規模、今後の人口推移の変化など、総合的に検討

していく必要があることから、地域の皆さまの意見を

十分に踏まえながら、整備を進めてまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

２４ 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

川柳地区の色々な行事で利用させていただいた川

柳公民館。築 ４５年を過ぎているので、設備の老朽化

が目につく。公民館内はバリアフリー化になってない

し、トイレは障がい者は利用できない、そして一番気に

なるのは、大きな地震が起きた時、公民館の耐震は大

丈夫なのか。１日も早く建て替えを実現し安心して公民

館を利用したい。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

２5 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

前期基本計画に「川柳地区センターの整備」つまり建

て替えという表現が明示されて川柳地区の市民はみ

んなとても喜んでいる。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

２６ 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

前期基本計画に「川柳地区センターの整備」が明示

されたが、災害時に避難場所にも指定されない、耐震

設備もない公民館が存在している現実と、いつ起きる

か分からない災害に対応するためにも、早急の建て替

えを希望する。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

２７ 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

今回、川柳地区センターの整備が計画に盛り込まれ

たこと大変嬉しく思う。 

 近くにあるひのき荘の利便性と機能を併せた複合的

な施設となれば、世代間交流も含めて、増々地域の

方々にとっての生きがいや教育、健康づくりを支える

環境になると思う。早期の実現をお願いしたい。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

２８ 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

前期基本計画に入っていた川柳地区センターの整備

は必要だと思う。 

 現川柳地区センターでのサークル活動に参加した経

験があるが、このような活動も、地区センターが整備さ

れれば、より活発になると思う。 

 公的建造物のバリアフリーは必須であり、防災拠点と

しても重要である。 

地区センターは地区まちづくりの機能を有する地域

の活動拠点であることから、これまで計画的に建替え

等を実施しております。 

川柳地区センターにつきましては、場所や施設の機

能、規模、今後の人口推移の変化など、総合的に検討

していく必要があることから、地域の皆さまの意見を

十分に踏まえながら、整備を進めてまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

２９ 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

築４５年を過ぎて耐震設備なし、バリアフリーもな

し、災害時の避難場所にも指定されない公民館なんて

ひどすぎる。やっと建て替えされると思うとホントにう

れしい。 

 狭い和室１部屋と会議室１部屋だけで更衣室もなし、

エレベーターなしの公民館なんてもういらない。ひのき

荘の東側の空いている場所に早く建て替えてほしい。 

楽しくみんなが集まれて、文化活動、子供たちの教育、

サークル活動、健康教室などができるように、新しいエ

レベーターが付いた公民館を早く作ってほしい。 

選挙の投票所になっているのに、バリアフリーじゃない

から、投票しない高齢者もいるのではないか。１日も早

く建て替えていただきたい。 

 市長をはじめ、防災意識の高まりを意図していると

思うが、防災拠点なしには、無理な考えである。やっと

「川柳公民館の整備」が計画に入ったので早く建て替え

ていただきたい。場所は、ひのき荘の隣がベストであ

る。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

30 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

・バリアフリーにして、誰もが安心・安全に使用できる

公民館に早く建て直してほしい。 

・防災時に使えるように、もう少し広く、かつ丈夫なつ

くりにしてほしい。 

・きれいで清潔感のある公民館が良い。 

・公民館全体を明るくしてほしい。今は暗すぎる。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 
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31 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

川柳地区センター・公民館の整備について 

生涯学習・コミュニティ・地域福祉・防災救援等、地域振

興業務・行政サービス業務などと様々な業務を行って

いただいていることから、地区の重要な公共機関の位

置付けとし、住民がより安心・安全を図る拠点の施設と

して、機能を備えた計画を早急に推進していただきた

い。 

地区センターは地区まちづくりの機能を有する地域

の活動拠点であることから、これまで計画的に建替え

等を実施しております。 

川柳地区センターにつきましては、場所や施設の機

能、規模、今後の人口推移の変化など、総合的に検討

していく必要があることから、地域の皆さまの意見を

十分に踏まえながら、整備を進めてまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

3２ 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

川柳地区センター建て替えについて、防災拠点、地

域の灯台としての役割を果たすためには一日も早く整

備する必要があると強く要望する。 

越谷市 １３ 地区として規模の大小はあるが今の地区セ

ンターでは役割を果たすことは厳しいと思う。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

33 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.２５ 

前期基本計画に「川柳地区センターの整備」つまり建

て替えが盛り込まれて、とても良かった。ぜひとも来年

度の予算に調査費用を入れてほしい。 

 私達一人ひとりが越谷市に住んで良かったと思える

様に、それぞれ市民としての責任も果たしているので、

市も、私達市民にとって住み良い環境を作るように努

力していただくようにお願いしたい。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

3４ 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.３１ 

「Ｐ.３１ １２５平和を愛する心を継承する」について、
①平和都市宣言をして １０年をすぎて、「平和に関する
啓発の推進」が広島への中学生派遣、平和フォーラム・
平和展に限定されていて広がりが見られない。越谷自
治基本条例に「平和」の文言は飾りではなく、「伝える」
作業は広範にあるはず。 
②核兵器禁止条約発効が間近となっているが、素案に
はその文言がない。条約成立、発効を求めている平和
首長会議に参加している自治体が躊躇していることに
違和感を感ずる。越谷市が平和首長会議に参加してい
ることをどれほどの市民が認知しているのだろうか。
知らしめるべきである。核兵器禁止条約が越谷平和都
市宣言のめざす世界であることを高らかに発信すべき
である。 

 「平和」に対して人々が抱く意見や考えはさまざまで

あると認識しております。また、核兵器の廃絶には各

国の連携が必要とされていますが、国際社会において

は核の保有をめぐりさまざまな考え方があります。 

 こうした状況において、本市では、平成２０年１１月３

日に「越谷市平和都市宣言」を行い、「核なき社会」の

実現には核兵器の恐ろしさや悲惨さについて多くの

市民の認識を深めることが重要であると考えておりま

す。この趣旨を踏まえ、平和に対する市民の思いを深

めていくことに軸足を据え、参加者のアンケート調査

や「平和事業市民懇談会」で収集した市民からの意見

や提言などを参考にして、中学生による広島平和記念

式典への参加の実施や毎年テーマを変え、さまざまな

視点から開催する「平和展、平和講演会」などを行って

おります。 

 今後とも、こうした取組みを通じて、多くの市民の

方々に、平和への思いを深めていただくとともに、い

ただいたご意見などを参考にしながら「戦争の悲惨

さ、平和の尊さ」を広く、次の世代へしっかりと伝えら

れるよう取り組んでまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

35 第４章 

(大綱１) 

Ｐ.３３ 

スマート自治体構想について。 
素案３３ページのタイトル「健全でスマートな都市経

営」とあるが、この場合の「スマートな」は、どういう意
味で使っているのか。英和辞典を引くと、一般的イメー
ジとしての「利口な、しゃれた、垢抜けした、鋭い」が目
につくが、その最後に「コンピューター化した、高度情
報システム装置の」の意味があり、実は軍事用語として
の「レーザー光線や電子誘導のスマート爆弾」を例示し
ている。したがって、この「スマートな」と形容詞的に日
本語の“な”を付けるのは文法上おかしい。いずれにし
ても、タイトルの後の“スマート自治体”つまり“高度に
デジタル化された自治体”のことを指していると理解
したい。 

 「スマート」の意味につきましては、本来「洗練され

た」「賢い」等の意味がありますが、近年では、「賢い」か

ら派生し、「情報通信技術を使い、高機能化する様子」

という意味もあります。本計画におきましては、ご意

見の、「高度にデジタル化された自治体」を意識し、

Ｐ.33 大項目「１－３ 健全でスマートな都市経営を推

進する」の「めざす姿」において、ＡＩ・ＲＰＡ などを活用

し、職員の事務処理を自動化したり、標準化された共

通基盤を用いて効率的にサービスを提供する「スマー

ト自治体」を目指すことを記載しています。なお、「スマ

ートな」という表現につきましては、形容動詞「スマー

トだ」の連体形として使用しています。  

Ｂ：前期基本計画（素案）

には反映しません 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

3６ 第４章 

(大綱２) 

Ｐ.３９ 

「Ｐ.３９ ２－１ともに支え合いながら暮らせる地域

をつくる」について、 

「現状」で提起しているように高齢化がすすむなかで、

２０２５ 年には ７００ 万人になると言われるなか、認知

症にやさしいまちづくりは大きな課題である。また

１００ 万人ともいわれるひきこもりの問題、うちの自治

会でもあったが「孤立死」も気になる。「２１１地域福祉

体制の充実を図る」に掲げる支援体制の整備や連携強

化は本当に大事だが、市が企画して「どうしたら認知症

にやさしいまちになるだろうか」と問題提起すること

や、民生委員さん、児童委員さんとの対話のなかで、ひ

きこもりや孤立死にかかわる有効なアドバイスなどを

すすめていただいているとは思うが、素通りさせない

で提起してほしい。 

 認知症の人にやさしいまちを実現するために、

Ｐ.5８「２５３ 認知症の人にやさしい地域をつくる」に

取り組んでまいります。内容としては、認知症に対す

る理解を深めるために、市が主催して地域住民向けの

「認知症サポーター養成講座」を開催するなど、周知・

啓発に努めてまいります。 

 ひきこもりや孤立死の問題解決に向けては、市とし

ても、民生委員・児童委員をはじめとする地域の協力

者と、行政や福祉の関係機関の連携が重要と認識して

います。記載のとおり、支援体制の整備や連携強化に

取り組むとともに、地域の身近な相談役である民生委

員・児童委員が適切な対応ができるような研修会を実

施するなど、活動の支援に努めてまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

3７ 第４章 

(大綱２) 

Ｐ.４６ 

ねこの放し飼い迷惑の看板をつくってほしい。 

ねこの放し飼い、ふんに迷惑しており、飼い主の意識を

きちんとしてもらうためにも、広報などにのせてほし

い。 

 本市では、飼い猫の放し飼いにより、他人の敷地で

糞尿等の迷惑を掛けたりしないよう、飼い主に対して

猫の室内飼いを普及・啓発するために啓発用に作成し

たチラシを市ホームページに掲載しており、希望者に

は保健所窓口にて無料で配布していますが、ご意見い

ただいた内容の看板は作成していません。 

 看板の作成や広報こしがやへの掲載を含めて、猫の

適正飼養に関する普及・啓発について、より効果的な

方法を検討してまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

3８ 第４章 

(大綱２) 

Ｐ.４６ 

「Ｐ.４６ ２２３保健衛生体制の充実を図る」につい

て、 

コロナ感染症対策は大きな課題であるが、越谷保健所

の人的体制強化をすすめて市民の安心、安全を確保し

ていただきたい。 

 保健所については、今般の新型コロナウイルス感染

症対応を踏まえた体制の強化など、感染症の発生予防

や感染症発生時の感染拡大の防止を図ってまいりま

す。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

3９ 第４章 

(大綱２) 

Ｐ.４７ 

「Ｐ.４７ ２－３子どもたちが夢と希望を持って育ち、

安心して子育てできるまちをつくる」について、 

「めざす姿」の解説文に子どもの権利条約を位置付け

ていない。だから、後段の青少年の健全育成体制の充

実と矮小化してしまうのではないか。「主体的に生き

る」を飾り言葉にしてはならない。 

また、「現状」で提起した待機児、子どもの貧困問題、児

童虐待の課題が、達成指標、中項目、指標にいくにした

がい薄まってしまっており、解決までいかないと感ず

る。 

 児童の権利に関する条約は、世界的な観点から児童

の人権の尊重、保護の促進を目指したものであり、子

どもの権利の実現と子どもたちが直面する課題の解

決に向けて大変重要な役割を果たしていると捉えて

おります。そのため、本市では、条約に定められている

「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指して、

市民・地域・企業・市の協働により市全体で子育てを支

え、地域社会の中で、子どもが夢と希望を持ち、等しく

健やかに成長していける環境づくりを推進していま

す。児童の権利に関する条約の理念を踏まえ、本計画

では、Ｐ.４７「２－３子どもたちが夢と希望を持って育

ち、安心して子育てできるまちをつくる」における「め

ざす姿」を掲げています。 

 また、「待機児童、子どもの貧困問題、児童虐待」の各

課題については、これまで個別に行われてきた幼少期

の教育・保育・子育て支援を総合的に推進することと

された「子ども・子育て支援新制度」や、「子どもの貧困

対策大綱」「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」等

を踏まえ、今後も課題解決に向け、鋭意取り組んでま

いります。 

Ｄ：その他 

４0 第４章 

(大綱２) 

Ｐ.４８、５０ 

Ｐ.４８課題では提起しているが、学童待機児の数値

目標を提示すべきである。でないと、４次総振でも課

題提起だけで待機児高止まりが続いていたが同様の

事態に陥る。幼少児の自然減を待っているだけとしか

考えられない。抜本的な待機児童解消策を願いたい。 

 学童保育室は児童が放課後に利用する施設であるこ

とから、入室は通学する小学校区の学童保育室に限っ

ています。そのため、保育所等のように市内全体で保

育ニーズを平準化することができず、開発等の影響で

一時的に児童数が増加した学校区で待機児童が生じ

ることがあります。 

 こうしたことから、学童保育事業においては、施設数

を増やすことで受入れ児童数を拡充し、増加する保育

ニーズに対応したいと考えています。 

 今後も、将来的な児童数の推移や学校施設の活用等

を考慮し、計画的に施設整備を進め、待機児童の解消

を図ってまいります。 

Ｂ：前期基本計画（素案）

には反映しません 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

４1 第４章 

(大綱２) 

Ｐ.４９ 

社会的養護を必要とする児童に対する里親委託率

を上げようという流れが厚生労働省主導で進められて

いるが、越谷市はどう考えるか。 

 国の実施している里親支援事業は、実施主体を都道

府県としています。そのため、本計画には掲載してお

りませんが、本市といたしましても、家庭に近い環境

での養育を推進することが重要であると考えておりま

す。 

 なお、本市では、埼玉県及び里親支援機関のＮＰＯ法

人と連携し、里親制度を周知するため、里親登録の相

談会を開催しています。今後も関係機関と十分連携を

図りながら、里親制度の社会的関心の喚起を図るた

め、積極的な広報・啓発活動に努めてまいります。 

Ｄ：その他 

４２ 第４章 

(大綱２) 

Ｐ.５０ 

２４時間対応の保育所を作ってほしい。 

時間差通勤や、残業のため、早い時間や、遅い時間で

も預かってもらえる場所は、働く人にとって必要だと

思う。 

現在、市内には、２４時間対応の民間施設が３か所ご

ざいます。 

一方、働き方が多様化していることなどを踏まえ、

本市では、保育所の開所時間以外での保育ニーズに対

応するため、市内３か所の保育ステーションで一時預

かり（南越谷、北越谷は朝６：３０から夜２２：００まで、

レイクタウンは朝８：００から夜２０：００まで）のサービ

スを行っていますが、２４時間対応の公立保育所を新

たに設置することは、現在のところ考えておりませ

ん。 

Ｄ：その他 

４3 第４章 

(大綱２) 

Ｐ.５０、 

第５章 

(基本目標２)

Ｐ.１３９ 

子どもの貧困について取り組んでいる「埼玉フード

パントリー」ならびに市内で活発に活動されているこど

も食堂の実績等の記載はされないのか。公的機関では

ないとはいえ、こうした活動が活発に行われていると

いうことは、総合戦略の「施策２ 子どもを育てやすい

環境をつくる」を支援する働きになると思う。 

 ご意見のとおり、子どもの貧困対策としてフードパン

トリーや子ども食堂の活動は、重要であると認識して

おります。 

 そのため、本市では、フードパントリーや子ども食堂

の事業開始にあたって相談があった場合には、さまざ

まな情報提供やアドバイスを行っております。 

 一方、こうした相談等があった団体を把握すること

はできますが、独自で活動されている団体は把握する

ことができないという実情もあり、実績等を計画に記

載することは困難です。 

Ｂ：前期基本計画（素案）

には反映しません 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

４４ 第４章 

(大綱２) 

Ｐ.５０ 

「Ｐ.５０ ２３３の具体的な取組み」で、「安全・安心な

保育施設の整備」とあるが、以前「公共施設を安易に統

合等することは考えていない」と聞いた。今回の中央・

大沢第一の統合は安易で、突然出てきた案ではない

か。しかも統廃合による保育所の大規模化は子育てに

新たな課題を生じさせ、越ヶ谷、大沢地区の保護者に

使い勝手の悪い施設提供になってしまう。久伊豆神社

付近へ仮施設を設置しても「まちの保育所」としての機

能は維持すべきである。 

 また、保育所の待機児童数を達成指標に掲げている

が、潜在的待機児童の高止まりの解消を指向せねば子

育て課題の解決にはならない。 

 「２３３公立保育所の建て替え施設数」とあるが、中

央・大沢第一の統廃合には反対である。また、未診断、

未耐震保育所があるなかで、累計３施設は少ない。子

どものいのちにかかわるかもしれないこと。未診断保

育所の耐震診断は早急に実施すべきである。 

 大沢第一保育所、中央保育所は、令和元年７月に策

定した越谷市公共施設等総合管理計画第１次アクショ

ンプランの中で、建替えを行う方針を定め、その方法

について、さまざまな検討をしてまいりました。検討

内容は、同一敷地内の園庭等での建替え、近隣での用

地確保、そして、緑の森公園隣接の土地借用です。その

結果、当該用地に、２つの保育所の定員数等の規模を

合わせ、一体化して建替えることにより、スピード感を

もって対応できること、そして、２つの保育所を別々に

建替えるよりも総事業費を抑制できることなどから、

この度、２つの保育所を一体化した新しい保育所を建

替える方針といたしました。 

 また、その他の耐震未診断保育所についても、公共

施設等総合管理計画第１次アクションプランの計画を

踏まえて取り組んでいきます。 

Ｄ：その他 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

４5 第４章 

(大綱２) 

Ｐ.５０ 

２３４ で子供の貧困問題を母子・父子などひとり親

家庭に限定した取組みにしてしまっていないか。子供

の貧困はもっと根が深い課題ではないか。さらなる施

策化を求めたい。たとえば、自主的にすすめられてい

るこども食堂活動に行政がどうかかわるかは大きな

課題であるし、学びの保障に行政が多様な視点、場面

でどうかかわるか等々、深めることは多いのではない

か。 

 また、児童虐待は近年毎年過去最大となっている状

況を打開する指標が示されていないのは大きな問題

である。このままでは、児童虐待問題は「自助」を強い

られることになる。 

 子どもの貧困問題は、複合的な要因が相互に関連し

ているため、教育支援、生活支援、保護者に対する就

労支援、経済的支援など幅広い視点から、子どもと家

庭を支える必要があると考えています。そのため、

Ｐ.50「２３４ 貧困の状況にある子どもと家庭を支え

る」における取組みに限定されるものではなく、

Ｐ.６3「２６１ 生活に困窮している方々へのサポート

体制の充実を図る」など、分野にとらわれることなく、

市全体でその対策に取り組んでいます。 

 また、児童虐待の問題については、昨今の児童虐待

相談件数の急増や死亡事案等の痛ましい児童虐待重

症事例の発生が続くなか、本市としても児童虐待防止

の取組みを一層推進する必要があると認識していま

す。そのため、児童虐待防止対策強化に関する国の動

向や、法改正による埼玉県の児童相談所の強化拡充

など、刻々と変化する状況を捉え、本市でも速やかに

的確な対応をする必要があると考えています。そし

て、このような変化に柔軟に対応するため、取組みの

進捗を指標として示すのではなく、Ｐ.４９「２３１ 地域

のなかで子育てを支える」において、具体的な取組み

として「虐待発見時の迅速・的確な対応の体制強化」を

掲げています。今後も、相談体制の充実や関係機関等

との連携強化に重点を置いた子育て家庭への支援に

取り組んでまいります。 

Ｄ：その他 

４６ 第４章 

(大綱２) 

Ｐ.５７ 

住民主体サービス実施団体のイメージと支援体制

が解りづらい。 

 いただいたご意見を踏まえ、文言を修正します。 Ａ：前期基本計画（素案）

に反映します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

４７ 第４章 

(大綱２) 

Ｐ.５７，５８ 

Ｐ.５９「２―５ 高齢者が安心していきいきと暮らせ

るまちをつくる」の「高齢者」を「高齢者等」として第２

号被保険者も対象にしていただき、 

Ｐ.５８「２５３ 認知症の人にやさしい地域をつくる」 

【具体的な取組み】 

〇早期発見・早期対応体制の推進 

〇認知症の人と家族を見守る体制の充実 

〇成年後見制度の利用促進 

の対象に、若年性認知症や（脳卒中の後遺症による）高

次脳機能障害の方も含めていただきたい。 

 Ｐ.55「２－５ 高齢者が安心していきいきと暮らせ

るまちをつくる」については、高齢者を対象とした施

策の方向性を記載しているため「高齢者」としておりま

す。しかしながら、介護保険第２号被保険者についても

第１号被保険者と同様の支援が行き届くよう施策を進

めてまいります。 

 また、若年性認知症と高次脳機能障がいについて

は、４０歳から６４歳の方で、１６種類の特定疾病を原因

として介護や支援が必要となった場合に要介護認定

を受けることでサービスを利用することができます。

本計画上の記載はありませんが、支援の重要性は認識

していることから、適切な支援が行き届くよう関係部

門や関係機関等と連携しながら施策を推進してまいり

ます。 

Ｂ：前期基本計画（素案）

には反映しません 

４８ 第４章 

(大綱２) 

Ｐ.５８ 

「Ｐ.５８ ２５３認知症の人にやさしい地域をつくる」

について、 

 先進自治体では、行政が深くかかわっているようで

ある。行政が率先してやらなければ形式に終わる。つ

まり公助としての認知症対策が不十分であるから地域

に丸投げしているように見えてならない。たとえば市

民のくらしのなかにある企業（鉄道・バス事業者や銀行

や商店）への認知症問題で悩む市民の側に立った橋渡

し役は行政力ではないか。「具体的な取組み」に「〇認

知症にやさしいまちづくりを」を位置付けてほしい。 

 Ｐ.5８【具体的な取組み】の「〇認知症の人と家族を

見守る体制の充実」には、市民が深く関わる企業に対

する認知症への理解促進等を通じ、「認知症にやさし

いまちづくり」を進めることも含まれております。計画

上の「具体的な取組み」を通じ、認知症の方と普段接す

る機会が多い企業や商店等との連携に十分留意する

など、「認知症にやさしい地域をつくる」ための施策を

進めてまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

４９ 第４章 

(大綱２) 

Ｐ.５９ 

「２５５介護保険制度の充実を図る」について、 

一言でいえば、国の制度崩し（健全運営と言うが）か

ら自治体が利用者の側に立って壁になることではない

か。要介護１、２の制度はずしとのたたかい、サービス

の低下とのたたかい、保険料および利用料軽減への努

力、介護福祉士の待遇改善の発信等々をやらねば、充

実は図れないのではないか。 

 利用料につきましては、経済的負担が真に困難な方

に対しては、市独自の利用者負担軽減施策を実施して

おります。令和２年８月から軽減割合の改正を行いま

したが、低所得の方々を対象に引き続き利用料の軽減

施策を実施してまいります。 

 介護保険制度の制度改正につきましては、引き続き

国の動向を注視し、本市としましても、利用料の過度

な負担や、必要なサービスが受けられないということ

がないよう、機会を捉えて、国・県へ制度の改善を要望

してまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

50 第４章 

(大綱２) 

Ｐ.６１ 

「２－６市民生活を支える支援制度や体制の充実を

図る」について、 

 Ｐ.６１のめざす姿は、「誰もが地域で安心して暮らす

ことができる支援体制や社会保障が充実している」だ

が、「高橋市長は安心、安全なまちづくり、住んでいて

良かった越谷」と言う。国保県単位化や後期高齢者医

療制度は市民の４人に一人が該当する大きな課題であ

るが、国保税の引き上げの影や後期高齢者窓口負担の

増加などの困難があるなか、持続可能な制度や医療費

の適正化、適正な運営など制度堅持という国の論を引

き継いだ前のめりの現状分析に終始している。住民に

一番近い自治体としての行政上の視点は憲法２５条の

規定の行使なのではないか。赤字国債が目まぐるしい

ほどの発行高だが、消費税率引き上げで庶民のくらし

に打撃を与え、一方国保や後期高齢者医療制度への国

の負担は歴史的に引き下げられている。制度維持と併

せて住民のくらしの現実を視点にいれるべきである。 

 国民健康保険制度を将来にわたって持続可能な制度

とするためには、医療費の適正化と効率的な運営を行

うことはもちろんのこと、住民のくらしの実態を踏ま

えた制度とすることが重要です。そのため、低所得者

の負担軽減を図る均等割軽減や生活が困窮した場合

の一部負担金の減額・免除などの制度を設けるととも

に、国に対しては、さらなる公費負担の拡充や子ども

の均等割の軽減制度導入等について、全国市長会や中

核市市長会などの関係団体を通じて要望を続けてお

ります。 

 また、後期高齢者医療制度につきましても、運営主

体である埼玉県後期高齢者医療広域連合と連携を図

りながら、適正な保険制度の運営を図ってまいりま

す。 

 今後とも、国・県をはじめ関係団体と連携を図りなが

ら、安心して医療を受けられるよう、制度の安定的な

運営に努めてまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

51 第４章 

(大綱２) 

Ｐ.６４ 

「２６３安定した生活を送るため年金制度を支援す

る」について、 

 現役世代が年金受給する時代の年金額がどうなって

いるか心配。マクロ経済スライドについて発信していた

だきたい。 

 マクロ経済スライド制は、公的年金の給付と負担のバ

ランスを改正するため平成１６年度から導入されてい

ますが、市民に対する公的年金受給権確保に向けた制

度の周知・啓発においては、マクロ経済スライド制はあ

くまでもその一部に過ぎないと考えております。 

 今後の年金相談において、国民年金制度の理解と加

入の促進を図るため、マクロ経済スライド制も必要に

応じて発信いたします。  

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

5２ 第４章 

(大綱３) 

Ｐ.６９ 

「３１２活気ある市街地を整備する」について、 

電線地中化の促進を願う。 

 電線地中化につきましては、安全で快適な通行空間

を創出し、バリアフリー化はもとより、都市災害の防止

や景観の向上などが図られることから、現在までに、

越谷駅東口および西口、南越谷駅南口および新越谷駅

西口、せんげん台駅東口、北越谷駅西口、蒲生駅東口、

大袋駅西口の各駅前線において整備を終えています。

 今後につきましても、都市防災の向上、歩行空間や

良好な都市景観の確保といった観点から、電線地中化

を進めてまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

53 第４章 

(大綱３) 

Ｐ.６９ 

検討を進めている南越谷再開発構想のなかに、郷土

資料館の新設と現在の中央図書館のバージョンアップ

した、３４ 万都市にふさわしい本格的な中央図書館の

建設を、今振興計画に加えてほしい。 

 総合振興計画は、総合的なまちづくりを進めるため

の基本的な計画であり、施設の具体的な機能等につい

ては、個別の計画等で定めます。 

 なお、南越谷駅周辺地域については、新たなにぎわ

いの創出、地域経済の発展を目指し、令和２年３月に

「南越谷駅・新越谷駅周辺地域にぎわい創出事業構想」

を策定しました。この構想では、①図書室や出張所等

の「行政機能」、②イベントホール、③広場・公園、④子

育て関連施設・世代間交流施設、⑤宿泊施設、⑥ＭＩＣ

Ｅ・オフィスの６つの機能について検討することとして

おります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

5４ 第４章 

(大綱３) 

Ｐ.６９ 

メリハリのある土地利用には土地所有者に対して土

地利用は公共の福祉を優先するという意識の啓発と

理解が必要であり、土地所有に伴う税制も併せて検討

する必要がある。 

 これまで進めてきたまちづくりを活かしつつ、地域

の特性に応じたメリハリのある土地利用を図ってまい

ります。また、市民、事業者、行政など多様な主体との

連携・協働によるまちづくりの取組みを進めます。 

 なお、固定資産税をはじめとする税制度について

は、地方税法その他の法により定められています。そ

のため、ご提案いただいた「土地所有に伴う税制度」に

ついては、全国的な状況を勘案して国が検討する性質

のものであり、本市の総合振興計画に盛り込む内容と

しては馴染まないものと考えます。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

55 第４章 

(大綱３) 

Ｐ.７１ 

レイクタウンに住むに際して、高速道路が外環から東

埼玉道路をとおり春日部まで伸びる話を聞いた。週末

や休日などに常に東埼玉道路が渋滞しており、バスの

定期運行にも影響が出ると聞いたことがある。東埼玉

道路に高速が伸びたとしても、越谷の先の方に行かな

ければインターが作れないように思え、市民に対する

メリットはないと考える。 

 渋滞の緩和と市民の利用などを考え、東埼玉道路は

高速道路の計画から片側の車線数を増やす計画へと

変更すべきではないかと考える。 

 国土交通省が進める東埼玉道路の整備につきまして

は、現在、一般部の整備として吉川市川藤から春日部

市水角まで進められております。そのうち、松伏町田

島までの区間が令和７年春ごろの開通予定となってお

り、市内では、盛土工事や大落とし古利根川の橋梁工

事が行われております。さらに、今年度には、国土交通

省によると、八潮市八條から松伏町田島までの区間の

自動車専用部の事業化が決定され、今後事業を推進し

ていき、市内にもレイクタウン北交差点付近や増森地

区の２か所にインターチェンジが計画されております。

また、当該道路につながる県施行の浦和野田線や越谷

吉川線などの東西方向の広域幹線道路の整備も進め

られております。 

 以上のように、国、県による事業が進展し、今後、新

たな道路区間の開通予定があることなどから、レイク

タウン地区における交通環境の変化が想定されます。

このような状況を踏まえ、市といたしましては、引き続

き、これらの道路整備状況を注視するとともに、地域

の交通環境の変化等を見極めながら、国や県と調整を

図ってまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

5６ 第４章 

(大綱３) 

Ｐ.７１ 

公共インフラの維持管理は最大の課題だと考えられ

る、早急に現状を調査し、市民に開示したうえで対策を

考えるべきである。市民も痛みも分かち合うような責

任と覚悟をもって、まちづくりに参加する体制を整え

る施策が求められる。 

 公共インフラである橋梁の維持管理につきまして

は、市ホームページで越谷市長寿命化修繕計画として

橋梁点検結果や修繕計画等を公表し、計画的に取り組

んでおります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

5７ 第４章 

(大綱３) 

Ｐ.７２ 

都市計画道路の完成率目標よりも、計画道路自体の

見直しも含めて検討する必要がある。脱車社会の時代

に合わせた道路計画をその維持管理も含め検討する

必要がある。 

 近年の都市交通手段において、自動車分担率の増加

傾向が、交通渋滞やＣＯ２ 排出量増加の原因になるば

かりか、市街地へのアクセスや回遊性を悪化させ、地

域経済の空洞化や高齢者の外出機会の減少を引き起

こすなど、都市が抱える社会問題となっており、その

解決手段として、パーソナルモビリティの利用促進に

向けた動きが活発化しています。一方で、道路などの

施設は、人々の移動や生活物資の輸送のほか、災害時

の避難路や緊急輸送路として機能を有するなど日常

生活において必要不可欠なものでもあります。 

 このようなことから、ご意見にもあります脱車社会

の時代の動きを注視しつつ、多様な道路利用者のニー

ズに対応できるような道路空間の形成に努めてまい

ります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

5８ 第４章 

(大綱３) 

Ｐ.７３ 

麦塚の交差点を整備して欲しい。道路が整備される

前に、一時拡張とかして安全を確保願いたい。 

 麦塚交差点の整備につきましては、現在、事業を進

めている都市計画道路川柳大成町線の整備において

取り組んでまいります。なお、都市計画道路川柳大成

町線の延伸につきましては、平成２４年度より国の補

助金を活用し用地取得に取り組んでおり、引き続き事

業の早期完成を目指し、用地取得を進め、速やかな工

事着手に向け計画的に取り組んでまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

5９ 第４章 

(大綱３) 

Ｐ.７３ 

麦塚交差点まで都市計画道路川柳大成町線の延伸

を早急に進めて欲しい。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

６0 第４章 

(大綱３) 

Ｐ.７３ 

麦塚交差点の車幅は広げることになっているが最近

の交通量に対応できなくなってきたので、早急な対応

が必要と考える。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

６1 第４章 

(大綱３) 

Ｐ.７３ 

「Ｐ.７３ 地域を支える道路・公共交通をつくる」につ

いて、 

 橋りょう耐震化対策の進ちょく率を５０％まで引き上

げること。首都直下型・茨城南部地震は確実に起こる。

財政的課題があるのだろうが、市民のいのちにかかわ

る課題である。 

 本市の橋梁の耐震化につきましては、平成７年１月に

発生した阪神淡路大震災を契機として、地震時の揺れ

により橋桁が受台から落下し重大な事案にならない

よう、平成８年度より橋梁落下防止対策を進め、完了

しておりました。 

 しかし、平成２３年３月に東日本大震災が発生し、各

地で多くの橋梁が損壊したことや、今後関東地方にお

いてもマグニチュード７クラスの大規模な地震が想定

されていることから、平成２５年度に「越谷市橋梁耐震

化の基本方針」を策定いたしました。その基本方針に

基づき、地震の揺れに対する落橋倒壊等の甚大な被害

を防止するため、橋長１５ｍ以上の重要橋梁及び緊急

輸送道路に指定されている道路上に架けられている

４４ 橋を対象に、新たな耐震基準による橋梁落下防止

対策及び橋脚補強の耐震化を進めております。 

 また、平成２３年度に策定した「越谷市橋梁長寿命化

修繕計画」により、橋の延命化を図るため、定期的な橋

梁点検を行いながら、橋の補修工事にも取り組んでお

ります。 

 今後とも、橋りょうの耐震化工事につきましては、順

次進めてまいりますが、耐震化工事にあたっては多額

の費用を要することから、引き続き、積極的な国庫補

助金の活用とともに、橋梁長寿命化修繕工事との財政

的支出の平準化を踏まえながら、計画的かつ着実に取

り組んでまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

６２ 第４章 

(大綱３) 

Ｐ.７４ 

「Ｐ.７４ 公共交通網の維持・充実を図る」について、

高齢化率２５％のもと、高齢福祉社会の形成を図ると

いう視点で考えないと、周縁部が取り残される。 

 「３２３公共交通利用圏域のカバー率」だが圏域外の

いわゆる周縁部の「公共交通利用」者の権利を保障す

ることを同等に検討しなければ差別であるので相応に

検討していただきたい。 

 公共交通利用圏域外にお住まいの方への公共交通

の利用につきましては、関係者との協働による新たな

公共交通の導入に向けた取組みを検討しております。

現在、地区内の高齢者割合が市内平均より高い、新方

地区をモデル地区として、「新方地区内公共交通導入

検討協議会」が設立され、地区の皆さま、事業者、市が

連携し、新たな公共交通の導入に向けた検討を進めて

おります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

６3 第４章 

(大綱３) 

Ｐ.７４ 

生活道路の修繕・清掃については住民自らが実施で

きるような、例えば「道普請制度」をつくり要望件数を

減らしていくような工夫が求められる。 

 道路修繕については市が行っていますが、清掃作業

については、自治会活動等において数多くのご協力を

いただいています。国や県の道路のサポーター制度や

他市の事例等も参考に、調査・検討を行ってまいりま

す。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

６４ 第４章 

(大綱３) 

Ｐ.７７ 

公園の利用に関して規制緩和を行い、地域コミュニ

ティや ＮＰＯ が主体的に運営管理できるようにする施

策が求められる。 

 公園の管理運営については、市民との協働による維

持管理により、適切な環境づくりに努めております。

今後とも、市民の公園に対する愛着や活動意識を醸成

し、市民の活動を支援することで、より良い公園とな

るよう努めてまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

６5 第４章 

(大綱３) 

Ｐ.８２ 

合併処理浄化槽の普及については、現状の助成制度

を見直し、住宅に限定しないで幅広く支援することに

より普及率を上げることが求められる。 

 河川等の汚濁原因の約５割が家庭からの生活排水と

言われております。市の補助制度としては、河川等の

汚濁防止を目的に建物の用途で約９割を占める専用

住宅や事業所等を併設した併用住宅に対して、引き続

き取り組んでまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

６６ 第４章 

(大綱３) 

Ｐ.８４ 

セーフティネット住宅の住宅登録数の現状値と目標

値があまりにも低い原因を分析し、必要であれば官民

連携による居住支援協議会を設置し、空き家活用によ

る住宅確保要支援者の住宅確保を図るべきである。 

 住宅セーフティネット事業は平成２９年度から開始

し、令和元年度までの登録戸数が少ない状況であるこ

とから、年に２戸の増加を目標としていたところです

が、今年度から登録戸数の増加を促進するため、不動

産団体との連携を図り、説明会等を実施したことで、

令和２年１１月３０日時点で、新たに７０戸の登録となり

ました。目標値については、この結果に基づき改めて

算出しております。今後につきましても官民連携を図

り、登録戸数の増加を推進してまいります。 

 なお、空き家の活用による住宅確保につきまして

は、「越谷市空家等対策計画」の活用・流通対策の施策

の一つとして推進しており、引き続き、その充実に努

めてまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

６７ 第４章 

(大綱３) 

Ｐ.８５ 

Ｐ.８６ 耐震改修補助による工事実施件数を増やす

ために、補助率（額）を引き上げること。 

 耐震改修工事については、現在旧耐震基準の木造住

宅を補助の対象とし、耐震化の促進を図っているとこ

ろです。また、本年度改定を進めている「越谷市建築物

耐震改修促進計画」において、更なる耐震化促進のた

め、対象建築物を拡充する方針を示しており、より安

心して住むことができる住宅環境づくりに努めてまい

ります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

６８ 第４章 

(大綱３) 

Ｐ.８５ 

空き家予防として、単身で住む高齢者にホームシェ

アを促す施策をすることにより、空き家予防だけでな

く、高齢者の見守り、地域の活性化に繋がる。 

 越谷市空家等対策計画に基づき、空き家の発生の予

防・抑制対策として出張講座や相続対策に取り組んで

いるところです。いただいたご意見については、今後

の住宅施策の参考とさせていただきます。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

６９ 第４章 

(大綱４) 

Ｐ.９０ 

Ｐ.９０ 温室効果ガス排出量であるが、時代は脱炭

素社会に急速に転換することが求められている。５市１

町資源環境組合で「ゴミは燃やせばいいのか」を真剣

に協議していただきたい。 

 脱炭素社会構築に向けて、現在考え得る対策の実施

に加え、新技術の開発や社会システムの大幅な転換、

関係者の意識の変革などの施策を推進してまいりま

す。ごみの焼却については、環境負荷を減らすため、

ごみの分別をしっかり行うとともに、ごみ自体を出来

るだけ出さないようにするなど焼却量の減少に向け

て、引き続き取り組んでまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

７0 第４章 

(大綱４) 

Ｐ.９１ 

Ｐ.９１ 太陽光発電だが、目標値からは積極的でない

と見える。このペースでは２０５０年は迎えられない。 

 本市の取組みとして、太陽光発電の公共施設への設

置や住宅用太陽光発電設備設置への補助等での目標

値を掲げておりますが、それとは別に、民間事業者等

での太陽光発電設備の設置、また、再生可能エネルギ

ー電力への切替等に関する普及・啓発を進めることに

より、脱炭素社会の構築を目指してまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

７1 第４章 

(大綱４) 

Ｐ.９１ 

Ｐ.９１ リサイクル率だが、目標値からは積極的でな

いと見える。過去に２３％台の目標値だったが、リサイ

クル化のイメージが無いように見えてならない。ゴミは

燃やせばいいのか。 

 現在策定中の「ごみ処理基本計画」においてリサイク

ル率の推計、目標値の設定を行っています。令和元年

度の１７．７％に対し、現状のまま推移すると令和７年

度は１４．５％、令和１２年度は１３．９％の推計となりま

すが、新たな施策等の効果を見込み、令和 ７ 年度の中

間目標を２０％、令和１２年度の最終目標を２５％とし

ています。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

７２ 第４章 

(大綱４) 

Ｐ.９１ 

Ｐ.９１ ふれあい収集の対象件数、目標値が小さい。

高齢化率２５％に見合った検討をしてほしい。 

 ふれあい収集は、対象となる世帯のうち申請・登録

をいただいた世帯について、訪問収集を行っていま

す。このように、この事業については、市民の方の申

請・登録に基づく制度であることから、表現を「対象件

数」から「登録件数」に改めます。なお、登録件数は、現

状の４７２件に対し、毎年の増加件数を３０件程度と見

込み、６５０件を目標値としています。 

Ａ：前期基本計画（素案）

に反映します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

７3 第４章 

(大綱４) 

Ｐ.９４ 

Ｐ.９４ 自主防災組織だが、カバー率はともかく緊急

な事態での組織の活動は一般市民は知らされてもい

ない。先進地では住民にその活動を知らしめていると

いう。内実を高めていただきたい。 

 Ｐ.９5 大綱４「４－２ 安全・安心に暮らせるまちをつ

くる」の「４２２ 災害対策を進める」において、自主防

災組織や人材の育成に取り組むとともに、訓練内容の

更なる充実を図り、防災意識の高揚と地域防災力の向

上を図ることを示しております。また、市民への自主

防災組織の活動に関する効果的な周知についても今

後検討してまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

７４ 第４章 

(大綱５) 

Ｐ.１０７ 

Ｐ.１０７ 住宅・店舗の改修を行った総工事金額だ

が、市の頑張りが地域経済活性化に有効である。目標

値がせめて３億円にならないか。その分、地域への見

返りは大きい。 

 令和２年度より事業を開始した「住宅・店舗改修促進

補助金」については、住環境の向上とあわせて、市内

事業者の受注機会の拡大による地域経済の活性化に

つながるものと考えております。利用者や事業者のご

意見等を伺いながら、制度の充実について検討してま

いります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

７5 第４章 

(大綱５) 

Ｐ.１０７ 、

Ｐ.１０８ 

商業者の視点からの“商業振興”については、素案・

ページ１０７．１０８で触れているが、既存商店街のシャ

ッター通り化の加速度化にどう歯止めをかけ、活性化

するかの方針が示されていない。 

同時に、市民の高齢化の一層の進行により、運転免許

を手放す人が増え、これが買い物難民化を惹起してい

る。「買い物難民をどう救済するか」視点が欠落してい

る。 

 商店街への支援としては、街路灯などの「環境施設

整備」、共同売り出しなどの「販売促進」、地域で活動す

る団体等と連携して取り組む「地域連携促進」をはじ

め、商店街内の空き店舗活用など多様な支援メニュー

があるため、包括的に「商店街・商業者の支援」と記載

しています。また、いわゆる「買い物難民」については、

引き続き地域に密着した商業拠点の活性化と魅力向

上を支援するほか、インターネット販売など時代の変

化に対応した業態変換に取り組む民間事業者への支

援についても検討してまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

７６ 第４章 

(大綱５) 

Ｐ.１１６ 

新規就農者の目標値は低すぎるので、増大させるク

ラインガルテンのような具体的な施策が必要と思われ

る。 

 本市で近年取り組んできた、いちご、ねぎ、くわいの

新規就農者・農業後継者を確保する研修事業は、複数

の農業経営者の誕生により、一定の成果を挙げてきま

した。新規就農者の確保については、越谷市の農業経

営を担う人材を育成するために、引き続き推進してま

いります。ご意見を頂いた「クラインガルデンのような

施策」につきましては、設備やサービスが充実した民

間事業者による市民農園の開設支援など、体験型農園

の拡充について、調査・検討をしてまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

７７ 第４章 

(大綱５) 

Ｐ.１１９ 

越谷市での雇用者を増やしてほしい。 

働く人が増えれば、消費をし、経済が回ると思う。 

 施策の方向性に示した地域産業の持続的発展、新た

な産業の育成、魅力ある商業の振興、魅力ある工業の

振興を柱として地域産業の活性化を図ることで、雇用

の創出につながるものと考えております。地域経済の

好循環へ向けて引き続き各種事業の充実に取り組ん

でまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

７８ 第４章 

(大綱６) 

Ｐ.１２２ 

Ｐ.１２２ 全国および埼玉県学力・学習状況調査だ

が、テスト主義を象徴する目標値を掲げること自体学

びの本質からはずれることである。学校は人材を育成

するところではない。人間を育むところの一局面であ

る。削除すること。 

 全国学力・学習状況調査は義務教育の機会均等とそ

の水準の維持向上の観点から、全国的な児童生徒の学

力や学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題

を検証し、その改善を図るとともに、学校における児

童生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等に役

立てることを目的に行われております。 

 また、埼玉県学力・学習状況調査では、各教育委員会

の施策や各学校の指導と子供たちの学力の関係を客

観的なデータに基づいて分析し、より効果的な施策や

指導を全県で共有することで、本県の子供たち一人一

人の学力をしっかり伸ばすことを目的としています。 

 本市としては、国及び県の学力学習状況調査が、学

習指導要領の理念・目標・内容等に基づき、学習指導

上特に重視される点や身に付けるべき力を具体的に

示すメッセージであると捉えるとともに、児童生徒の

学力の状況及び学習意欲、学習方法、学習環境、生活

の諸側面に関する状況を測ることができ、データに基

づく指導改善の手立てとして有効に活用できるものと

して、これまで参加してきた経緯があり、今回指標とし

て設定いたしました。 

Ｂ：前期基本計画（素案）

には反映しません 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

７９ 第４章 

(大綱６) 

Ｐ.１２３ 

「Ｐ.１２３ ９か年を見通した越谷教育を推進する」だ

が、小中一貫の人材教育推進ではなく、多岐にわたる

学習、生活体験を、安定した児童・生徒数による学校で

一人ひとりが多様な体験を通して未来を見据え、自ら

の血肉とする項目である。ましてや人口２万を超える

ことが予想されている地域に学校をつくらず、どろな

わ式に学区変更、プレハブ校舎、校舎増設をすすめて

きた、その先の小中一貫校では子どもたちや保護者が

翻弄されるだけである。小中一貫校には反対だが、越

谷の教育が一部の一貫校エリアと多くの既存エリアに

分断され一貫性がなくなる。ましてや、４・３・２制を試

行するというが、一校に収容できない言い訳のための

計画としか見えない。さらに、６年後のレイクタウン地

区の小学生は３０００人近くになるが、その多くがレイ

クタウン地区以外の学校へ進学するのはまさに異常事

態である。市内の現況で１０００名を超える学校はな

い。 

 コロナ禍のなかで、本計画案でも提起しているように

「新たな日常」が求められているが、子どもたち、保護

者そして教師に新たな困難と混乱を持ち込む小中一貫

校設置は見直しをすべきと考える。 

小中一貫教育の目的は、義務教育９年間を連続した

教育課程として捉え、児童生徒・学校・地域の実情等を

踏まえた具体的な教育内容の質を高めることにあり

ます。本市の小中一貫教育の推進は、本市の目指す生

涯学習社会に向けた新たな方策の一つであり、コミュ

ニティ・スクールを通して、学校と地域、家庭が教育基

本法の理念の下、協働して、未来を生きる子供たちを

育成することを目的としています。平成２７年度から

令和元年度の第１期小中一貫教育では、「夢に向かっ

て輝く子どもの育成」を目標に、義務教育９年間を見

通した学習指導や生徒指導を全小中学校で展開する

ことにより、児童生徒の学力の向上、自己肯定感の高

揚、中１ギャップの解消等で多くの成果や児童生徒の

変容を見ることができました。令和２年度から７年度

の第２期小中一貫教育では、「自立した人間として、主

体的に判断し、多様な人々と協働しながら、新たな価

値を創造する子どもの育成」という、より具体的な目

標を掲げ、学習指導要領の理念を踏まえた質の高い教

育活動を通して、児童生徒の生きる力の育成を目指し

ています。第１期よりもさらに効果的な取組みを進め

るため、一層小中学校の協働関係を築きやすい小中一

貫校の設置をすることとしました。 

本市の小中一貫校は、小学校６年間、中学校３年間

の枠組みを維持しながら、小中学校の学区が一致し、

同じ子どもたちを９年間系統的に指導することを重視

しております。他県他市町村の小中一貫校の事例を参

考にしながら、よりよいものになるように取り組んで

まいります。 

Ｂ：前期基本計画（素案）

には反映しません 
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 レイクタウン地区の新設校建設については、検討の

結果、児童生徒数の急増に対応することが難しく、ま

た、開発が進んだレイクタウン地区に新たな学校用地

を確保することは大変難しい状況であることから、既

存学校施設等を有効活用することとしました。 

 なお、４－３－２制については、教科等横断的な視点

で行う学校の特色づくりとして、最初の４年間を「子供

たちの興味・関心を高め、基本的な学習習慣や生活習

慣の確立を図る時期」次の３年間を「小中学校の教職

員が協働して接続の充実を図り、学力の向上や小学校

から中学校への円滑な接続を図る時期」次の２年間を

「９年間を終了するにふさわしい学力や体力、社会性

を身に付けられるよう授業の充実・深化を図る時期」

として、小学校６年間、中学校３年間の枠組みを維持し

ながら、カリキュラムを編成します。例えば、中学校進

学においては、新たな環境下での学習や生活への不適

応による学力不振や不登校、生徒指導上の諸問題等の

解消に加え、小学４年生から５年生段階での発達上の

段差解消にも大きな効果があると考えており、３学園

をモデル校として、市内に広めていく計画としていま

す。 



51 

№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

８0 第４章 

(大綱６) 

Ｐ.１２３ 

素案の学校教育についてのページ１２３の「小中一貫

型小中学校」が、なぜ同ページタイトルの「生きる力を

育む学校教育の推進」につながるのか、理解できない。

とりわけ、ＣＯＶＩＤ-１９の収束が見込めない状況下で、

大規模校化は ＣＯＶＩＤ-１９ 対策の基本中の基本であ

る“三密回避”に逆行している。文部科学省は、小学校

の一学級の生徒数を五年後の令和 ７ 年度までに順次

３５人以下に減らす構想を明らかにした。これまで少人

数学級の実現に消極的だった文科省も、コロナ禍の中

でのリスク回避へ、クラス当たりの少人数化に踏み出

そうとしている。このことから見ても、この傾向とは真

逆ともいえる、大規模校化で、三密を招きかねない小

中一貫校構想を、来年度から具体化を始めるというの

は、まったく子供や父母のためにあるべき教育環境づ

くりを無視している。全国的に見ても、小中一貫校はむ

しろ失敗に終わっていること、レイクタウン地区に新設

校を作るべきであること、同じ大規模な投資をするな

ら、むしろ老朽化しているという蒲生小、蒲生第二小

は、建て替えを急ぐことなどで、対応すべきである。 

小中一貫教育の目的は、義務教育９年間を連続した

教育課程として捉え、児童生徒・学校・地域の実情等を

踏まえた具体的な教育内容の質を高めることにあり

ます。本市の小中一貫教育の推進は、本市の目指す生

涯学習社会に向けた新たな方策の一つであり、コミュ

ニティ・スクールを通して、学校と地域、家庭が教育基

本法の理念の下、協働して、未来を生きる子供たちを

育成することを目的としています。平成２７年度から

令和元年度の第１期小中一貫教育では、「夢に向かっ

て輝く子どもの育成」を目標に、義務教育９年間を見

通した学習指導や生徒指導を全小中学校で展開する

ことにより、児童生徒の学力の向上、自己肯定感の高

揚、中１ギャップの解消等で多くの成果や児童生徒の

変容を見ることができました。令和２年度から７年度

の第２期小中一貫教育では、「自立した人間として、主

体的に判断し、多様な人々と協働しながら、新たな価

値を創造する子どもの育成」という、より具体的な目

標を掲げ、学習指導要領の理念を踏まえた質の高い教

育活動を通して、児童生徒の生きる力の育成を目指し

ています。第１期よりもさらに効果的な取組みを進め

るため、一層小中学校の協働関係を築きやすい小中一

貫校の設置をすることとしました。 

本市の小中一貫校は、小学校６年間、中学校３年間

の枠組みを維持しながら、小中学校の学区が一致し、

同じ子どもたちを９年間系統的に指導することを重視

しております。他県他市町村の小中一貫校の事例を参

考にしながら、よりよいものになるように取り組んで

まいります。 

Ｂ：前期基本計画（素案）

には反映しません 
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なお、レイクタウン地区の新設校建設については、検

討の結果、児童生徒数の急増に対応することが難し

く、また、開発が進んだレイクタウン地区に新たな学校

用地を確保することは大変難しい状況であることか

ら、既存学校施設等を有効活用することとしました。 

 また、本市の大規模校化における新型コロナウイル

ス感染症対策として、各小中学校では、学校規模にか

かわらず、換気やマスク着用、三密を避ける学習活動

の工夫等、徹底した感染防止対策を講じております。

今後小中一貫校を設立する際にも、同様の対応を取る

ことで感染防止は可能と考えております。 

３５人学級については、今後の動向を注視し、３学園

の該当小中学校についても適切に対応してまいりま

す。 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

８1 第４章 

(大綱６) 

Ｐ.１２５ 

「６１６ 質の高い教育環境を整備する」では、 

 教職員の健康の維持・管理にかかわって、病休・産休

代替など目の前の課題に早急に対応する態勢を整え

ていただきたい。ここ数年、このことに関する問題を聞

くことが多い。 

ここ数年、新採用教員の採用者数が多いこと、また、

昨今の社会状況等の要因により、小・中学校ともに臨

時的任用職員に充てるための教員免許状所有者が、大

変不足している状況にあります。 

教育委員会としましては、代替措置について、医師

の診断書及び校長からの第一報をもとに、期日通りの

配置に努めております。今後さらに他県も含めた他市

町村教委との連携を密にするとともに、関係機関や近

隣の大学への積極的な働きかけ、市民の目に触れるよ

う掲示物の作成、市ホームページの更新等を継続し、

対応に努めてまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 

８２ 第４章 

(大綱６) 

Ｐ.１２５ 

「６１６ 質の高い教育環境を整備する」では、 

地域全体で子どもを見守り育てる学校づくりが本筋な

ので、学校選択制は希望があったとしても本筋ではな

い。教師の転勤でかつての部活部員が市外から電車通

学していることなど選択制の延長線上にある問題だ。

選択制はもういいのではないか。 

さらに、安全・安心で快適な学校生活とあるが、一貫校

による大規模校化はそれに反する。 

中学校の学校選択制につきましては、施設状況や就

学予定者数等を考慮した受入定員を中学校ごとに毎

年度設定しており、受入定員を超える場合には抽選を

行っています。９年間を通した系統的かつ計画的な指

導を行う小中一貫校の設置を推進するにあたっては、

その性質に鑑み、中学校選択制の適用方法についても

さまざまな視点から検討が必要であると考えており

ますが、現時点では引き続き適用させていく予定で

す。  

 また、大規模校化のご意見につきまして、本市では、

平成２７年度から取り組んできた小中一貫教育をより

一層推進していくために、３つの小中一貫校を設立す

る計画を進めております。小中一貫校による大規模校

化に伴い児童生徒が不利益を被ったり、安全面で問題

が生じたりしないように、学校と教育委員会が協力し

て、安全・安心で快適な学校生活の確保に取り組んで

まいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

８3 第４章 

(大綱６) 

Ｐ.１３０ 

郷土資料館のあり方については市民や事業者と協

創して、施設整備、運営管理を研究する。施設整備資金

は市民の寄付やクラウドファンデングにて調達するな

どの工夫が必要である。 

郷土資料館は、郷土の歴史・文化などの資料等を利

用した展示や体験学習を通して、歴史の変遷や昔のく

らしなどを総合的に学ぶことができる施設であると

認識しております。 

郷土資料館については、市民や関係団体などの意見

を伺う機会を設け、必要な空間を確保できる既存の公

共施設等の有効利用や経費などを含めた郷土資料館

のあり方について、検討してまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考と

します 
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№ 該当箇所 意見（要旨） 市の考え方 区分 

1 第５章 

（基本目標１）

Ｐ.１３６ 

地域課題を解決するソーシャルビジネスを支援する

環境を整備することにより、地域を活性化させる施策

が必要である。 

地域課題の解決に向けてビジネスの手法で取り組

むコミュニティビジネス（広義ではソーシャルビジネ

ス）は地域活性化とあわせて新たな産業の創出にも

つながるものと期待されております。本市ではコミュ

ニティビジネスに関するセミナーを開催するなど、主

に創業者支援の観点から事業を行っており、引き続

き施策の充実へ向けて検討を行ってまいります。 

Ｃ：今後の施策の参考

とします 

⑤「まち・ひと・しごと創生 越谷市総合戦略」に関すること


